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アジアにおける情報通信の現状 (2)
―各国の情報通信基盤整備の課題＿

1 • アジア各国の通信事業体の現状

1.1アセアン

(1) タイ

タイでの基盤整備は現在までTOTにより行

われてきており，最近では大まかな計算では市

内での加入者線を 1年間あたりに10万回線を増

設している。 TOTによる収益は増加傾向にあ

り少なくともマイナス成長はしていないことか

ら，通信事業体としては順調である。しかし，

タイ経済の発展のレベルから考えると，さまざ

まな問題が存在している。その最大の問題は積

滞であり，このレベルは場合によっては企業活

動を阻害する段階にまでいたっていると言える。

現在の状況を反映するものとして，加入者の申

請待ちは10年以上に達している。

積滞の問題を解決する方法として，タイでは

1992年より1994年までに BTO(Built, Trans-

fer and Operate)方式による回線整備が行われ

ている。この計画の詳細や問題については第3

章であらためて述べることにするが，結論的に

いえばインフラ整備の資金が無いことから整備

を海外の資本やキャリアから調達し，その資産

の最終的な所属や利益配分の面でタイに有利に

なるように投資を行う計画である。整備される

回線数としてはバンコク市内で200万回線，これ
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以外の地方で100万回線となっている。整備する

期間で単純に計算すると年間50万回線の整備で

あり，従来のスビードの 5倍となる。そのため

実現性を詳細に分析するとともに，果して需要

として見込めるものであるかどうかを検討する

必要がある。

第2番目の問題としては故障率の高さがある。

これはタイに限らずアセアン諸国にやや共通す

る問題ではあるが，設備の老朽化や保守技術の

低さなどから故障が高率で発生している。故障

率が高いことと関連して呼の完了率も低く，単

純に計算すると 3回に 1回しかつながらない計

算になる。しかし，このような問題も年々改善

の方向にあり，少なくとも傾向的に悪化する方

向にはない。従って，積滞が多いという問題は

あるが，網に入ってくるトラフィック自体が極

めて多くなるために起こる未完了の問題は解決

される傾向にあると言える。

第3番目の問題は技術者の確保の必要性であ

る。現在，タイでは移動体通信への民間参入や

BTO方式に参入する外国のキャリアからの技

術者需要は極めて高くなっている。これに対し

て，国営企業である TOTでは平均して民間の

半分の給与しか支払われておらず，民間との格

差は極めて大きい。従って，すでに社員になっ

ている階層は電話局などでの自主研修など技術

移転や習得に努めているが，新入社員に占める
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経済学研究

技術系の割合は極めて少なくなっている。例え

ば，日本からのODAの成果として高く評価さ

れているモンクット国王工科大学から1992年の

入社実績はゼロであり，現在までタイの通信基

盤整備をささえてきた大学とは思えない実態が

ある。これはエ科系について一般に言えること

であり，大学人の給与が民間に比べ相当低いた

めに人材が確保できず，コンピュータ学科など

においてもティーチングスタッフの確保が困難

となっている。このような実態を改善するには，

早急に給与体系を改善する必要があるが，給与

以外の事業自体のありかたとしても民営化の方

向を早急に検討する必要性が認識されている。

民営化の遅れはTOT内部における問題を先お

くりするばかりではなく，場合によっては

TOTと競合するこになるコンセッションとの

第 58巻第4・5号

人的な格差も拡大することになる。

第4番目の問題としては，関連することがら

として移動体通信など無線系による通信がやや

飽和ないしは混雑化している実態があげられる。

加入者線の整備がすすまない実態から，利用料

金としてはやや割高ではあるが無線系通信を利

用するユーザが極めて速いスピードで増加して

おり，今後の見通しとしても急速に拡大すると

分析されている。しかし，一方では無線帯域と

いうリソースは有限であるので，いづれは飽和

する状況が予測される。これに加えて違法無線

による混信や，空き回線を強制的に振り向ける

ことによると考えられる通話中断などの事態が

生じている。

以上のような問題は早急に解決されるべき課

題であるが，資金や技術力などの障害によりス

表1(a) 全電気通信サービスの総収支 （単位：百万米ドル）

1981年 1983年 1985年 1987年 1989年 1990年

韓 国

収入 3,066 5,088 

支出 2,747 4,576 

収支残高 319 512 

インドネシア

収入 420 520.3 635.9 586.6 

支出 385.9 471. 7 546.7 543.5 

収支残高 34.1 48.6 89.2 43.1 

マレーシア

収入 285.2 410.6 593.7 627.2 

支出 178.4 341.6 449.2 579.1 

収支残高 106.8 69 144.5 48.1 

フィリピン

収入 246.3 431. 7 324.1 

支出 298.6 219.8 246.4 

収支残高 (52.3) 211.9 68.9 

シンガポール

収入 270.7 377 411.3 1,536.2 

支出 164.4 237.2 295.2 1,350.9 

収支残高 106.3 139.8 116.1 170.4 

夕 イ

収入 128.7 273.7 340.6 532.3 

支出 99.5 161.9 210.9 354.4 

収支残高 29.2 25.5 129.7 177.9 
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アジアにおける情報通信の現状 (2)

ピードにも限界がある。本来であればタイが自

国の力量の範囲でインフラ整備を進めるという

ことになるが，状況はやや異なっていることに

注目する必要がある。その第1点目は海外のキ

ャリアの参入であり，第2番目は国際通信を国

内通信へ振り向ける方法での解決である。この

2つの要因に見られるように，経済発展や海外

からの投資動向により従来とは異なる方向へと

進む可能性が出てきている。このことは，先で

行う経済マクロモデル解析においても考慮され

るべき点である。これら 2つに共通することは，

情報通信における需要と供給の関係であり，や

や大胆な言い方をすれば需要は供給により創造

される可能性があるということである。

表 1(b) 電話交換設備における年間投資総額 （単位：百万米ドル）

1978 1979 1980 1981 1982 1983 1984 1985 1986 1987 

インドネシア 61. 9 17.45 96.4 0.23 23.43 21.94 12.61 20.13 32.66 37.69 

マレーシア 256.6 311.1 384.1 50.0 50.7 81. 7 74.5 161.1 386.6 409 

フィリビン 158.9 183.7 208 328.1 439.5 326.6 389.7 34.8 na na 
シンガポール 14.1 6.9 25.6 23.2 12 17.7 24.3 8.2 22 32.4 

夕 イ 17.3 15.6 60.6 16.2 na na na 107.2 74.2 28.6 

表 1(c) 電話サービスのための年間投資総額 （単位：百万米ドル）

1978 1979 1980 1981 1982 1983 1984 1985 1986 1987 

インドネシア 23 104.4 150.5 72.7 148 70.5 90.8 76.7 80.4 236 

マレーシア 670.9 824.8 1,037.2 228.3 236.1 264.4 185.8 657 490.4 1,641.8 

フィリピン 479.2 583.8 665.6 1,137.3 1,187.4 1,436 1,518.2 68.9 na na 

シンガボール 50 39 55.8 63.7 68.1 67 78.8 128.9 73.7 64 

夕 イ 26.7 62.4 91.4 30.1 6.6 1.5 21.1 190.6 259.7 177.2 

表 1(d) 電気通信従業員数 (1987年，＊は1985年）

インドネシア マレーシア フィリピン＊ シンガポール 夕 イ 韓 国

運用要員 8,051 9,900 9,525 3,669 6,315 

技術要員 18,778 15,500 1,675 5,678 7,919 

その他要員 15,499 2,915 2,362 2,642 3,512 

合計 42,328 28,315 13,563 11,989 22,125 51,806 

最近査の要年員度数 41,296 28,075 40， ,207 57,932 
（調） (1989年） (1990年） (198年） (1990年）

注）タイは1989年はTOTとCATの合計値，それ以外はCATのみ。韓国はKTのみ。

表 1(e) 本電話回線の積滞数 （単位：本回線）

1978 1979 1980 1981 1982 1983 1984 1985 1986 1987 

インドネシア 48.7 42.9 44.7 129.5 182.5 251. 7 326.4 380.9 413.6 416.3 

マレーシア 84.2 105.7 133 149.9 189.8 199.6 190.5 182.6 127.9 84.6 

フィリピン 81.9 122.3 154.3 198.2 132 199.4 186.8 173 

シンガポール 3.1 3.6 4 3 1.4 0.7 0.2 0.1 0.1 0.1 

夕 イ 83 194 264 337.1 386.8 437.4 347.9 359.9 287.3 289 
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経済学研究

第1番目の海外のキャリアの参入の問題はあ

らためて述べるが，簡単に言えば，米国や日本

における大手キャリア (AT&TやNTT)が，

いわゆる第二電電の出現により既存の市場を奪

われる傾向にあり，これをカバーするために海

外での情報通信事業を手掛けるようになってい

るである。海外での事業収益がどの程度になる

かは予洞できないが，現在でも AT&Tの海外

収益は全体の15%を占めている。従って，アセ

アンでの投資がペイするかどうかの判断は，単

に海外投資のレベルの評価だけではなく自国に

おける競合相手との市場競争を考慮した利益率

を求める必要性がある。

第2番目の国際通信を国内通信へと振り向け

ることについては，日本のタイ進出企業である

Y社の例は参考となる。 Y社はタイ国内で自動

車部品の製造を行っているが，その生産体制が

受注生産であること，いくつかの大手自動車メ

ーカヘ納入している関係で同じ部品でもメーカ

により微妙に仕様が異なっていることなど，情

報の頻繁な交換を必要としている。製造業とし

てはやや特殊であるとも言えるが，企業のグロ

ーバル化を考慮すると，むしろ将来の動向をよ

く反映しているといえる。このY社はタイ国内

の通信網が未整備であるために衛星通信（具体

的にはVSAT)を利用して企業内通信を実現し

ている。コスト的には地上系の通信網とは比較

にならないほど高価であると思われるが，この

ような非常事態に対応しながら製造業のタイ進

出が行われていることに留意する必要がある。

以上のことは情報通信事情の整理や市場分析

には不可欠なことがらであるが，逆に末整備で

あるから市場進出の機会があるともいえる。ま

た，経済発展に見合った形で必ずしもインフラ

整備が行われるものではないので，モデル解析

第 58 巻第 4• 5号

の場合に考慮すべき重要なポイントとなるであ

ろう。

(2) インドネシア

インドネシアはアセアンでの経済的な地位は

それほど高くないが，政治的あるいは文化的な

面で大きな影響力を有している。そのため，情

報通信基盤についても世界銀行の援助や旧宗主

国であるオランダとその関連国家との援助機構

とが大きな役割を果たしている。このように，

国際的な環境には恵まれていながら，全般的に

は情報通信インフラの整備は極めて遅れている。

単純に数値を比較してもパキスタンなど経済的

(GNPレベル）では同じレベルの国と比較し

ても未整備である。その原因については構造的

なものも含まれているので，今後の計画実行に

あたっても慎重な対応が望まれる。

第5次5か年計画 (1989年ー1994年）を継続

する形で計画されている第6次5か年計画では

合計500万回線が整備される予定であるが，その

実現性については疑問視する声が多い。300万回

線は政府と外資の合弁などの形態で，残り200万

回線については民間からの参入を認めている。

これは世銀からの圧力によると言われているが，

現在の法大系では制度化されていないため，今

後の検討課題となっている。

インドネシアでの情報通信インフラ整備の特

徴の第1番目は政府主導による実行という点に

あり，これは計画性という問題以外に事業を実

施する体質そのものに，すなわち橋や道路など

の他のインフラ整備の方法と共通する面が極め

て多いことを意味する。現在，ィンドネシアは

国際社会での地位を十分に意識した行動をとっ

ており，情報通信事業の民営化についても世銀

融資を継続させるための手段とも考えられ，民

営化後も株は100%政府所有である。従って，

-124-

library
ノート注釈
library : None

library
ノート注釈
library : MigrationNone

library
ノート注釈
library : Unmarked

library
ノート注釈
library : None

library
ノート注釈
library : MigrationNone

library
ノート注釈
library : Unmarked

library
ノート注釈
library : None

library
ノート注釈
library : MigrationNone

library
ノート注釈
library : Unmarked



アジアにおける情報通信の現状 (2)

PT. テレコム， PT.ィンドサットによる国内お

よび国際通信分野での民間セクターの誕生はあ

ったものの，事実上政府の決定した電気通信事

業法のもとでの規制は厳格である。この法律の

なかでは民間セクターによる参入は自動車電話

などの非基本サービスについては許されている

が，実際には PT.テレコムとの協力関係（すな

わち利益面での配分や調整）を明記している。

第2点目として電気通信事業法そのものがあ

いまいであることが問題となる。もともとイン

ドネシアでは法体系があいまいである問題はい

ろいろな分野で指摘されており，これが逆の面

では役人や担当者からの便宜供与をもとにして

実際の政策実行がなされるという構造を形成し

ている。日本では電気通信事業法をはじめ

NTT法など，関連する分野ごとに法律が形成

されているが，ィンドネシアではこれらの分離

やカバーする範囲が極めてあいまいであるとが

指摘されている。このような法律のあいまいさ

は海外からの事業参入がない現在では問題はな

いが，将来， BTOやBOTなどの方式を採用し

て外資を導入する場合には大きな問題となるで

あろう。

第3番目は第2番目と深く関連しているが，

事業を進めるにあたっての体質的な問題である。

加入者線の工事や市内回線の敷設にあたってエ

事の入札価格が低く抑えられることはアセアン

に共通する問題であるが，ビル工事などと異な

り影響が広範囲におよぶ情報通信網の整備の場

合には深刻な問題となっている。具体的にはエ

事における直埋め，保守作業における時間の遅

れである。インドネシアではケーブルの埋設は

日本と比較して極めて劣悪な条件で実施されて

おり，管路に収容することなくケーブル本体を

直接埋設する，いわゆる直埋めが行われ，その

ルートも計画的ではなく地面の高低差に応じて

一律に地表より50cmほど堀って埋める方法が

取られている。しかも，ケーブルを埋め戻す土

は砂ではなく堀った土をそのまま戻す形をとっ

ている。日本ではケーブルは水平に保たれ，ヶ

ープルをまず砂で埋める工程が取られる。地中

埋設が実施される理由として，盗難防止，台風

への対策，街の美観の保存があげられるが，イ

ンドネシアではむしろ掘削工事に使う人件費の

ほうが電柱の費用より安いといった現実的な問

題から出発している。このような工事の方法は

長年行われてきており，今後においてもよほど

抜本的な対策をとらない限り継続され，結果と

しては通信路の品質が極めて短期に劣化する状

況を繰り返すことになる。

第4番目はインフラ整備の遅れと品質の低下

があげられる。インフラ整備は現在まで年間5

万回線ずつ整備されてきており，スピードは遅

いとはいえ，いわゆる GNPと電話普及率との

傾向線の上にはのって進行している。問題はこ

れら整備された回線の品質であり，交換局へ収

容するときの計画性のなさである。品質低下は

3番目の項目として指摘したような工事のまず

さなどが要因になっているであろうが，ィンド

ネシアにはこれを自力で修復する技術もないの

でサプライヤに一方的にひきとって修理しても

らうことになる。このような利用不可能な回線

が終始発生しており，実質的な回線容量が低下

している。また，大きな都市計画にともない交

換局を新設するなどの対応がとられておらず，

極端な場合には 5kmほど離れた別の地域の

交換局ヘケープルを経由して収容している。こ

のような無計画さが特定の交換局や回線にトラ

フィックが集中する傾向を生んでおり，完了率

の低下を招いている。実感としてはオフィスア
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経済学研究

ワーでは1/10(つまり10回ダイヤルをまわして

1回かかる）程度であるといわれている。

第5番目は移動系の極めて高価な端末と無計

画な事業拡大があげられる。現在， PHTなど海

外企業により自動車電話への参入が行われ，

PT. テレコムと利益を配分する「利益配分方

式」とよばれるインドネシア独特の事業体運営

が行われている。この形態では，簡単に言えば，

事業体からの収益を早く回収できれば国として

はそのインフラ整備方法は問わないということ

であり，無線を収容するネットワークを十分に

整備しないままに電話機（端末）のみを多数販

売し，しかもその端末が1000万ルピア（日本円

にして約70万円）などという法外な価格で販売

される状況にある。これはタイなどにおける移

動系の整備などと極端に異なっており，本来な

らば加入者回線整備の遅れを無線系で補完する

という作用もあるが，ィンドネシアではこの方

法すらも無計画に進められている。

第6番目はドーネーションによる私設網の拡

張があげられる。現在，円高以降の日本企業の

海外進出は更に進行し，タイやマレーシアなど

における相対的な賃金上昇をうけてインドネシ

アヘの進出が活発化している。現在のところ，

中小企業については海外経験が初めてである企

業が多く，ィンドネシアにおける政府との折衝

のむつかしさや，便宜供与を常とする商習慣に

嫌気がさして進出を控えるケースはほとんどで

あるとされている。従って，大企業を中心とし

た進出となっている。一部地域では日本のデベ

ロッパーによる工業団地の開発も進んでおり，

最近許可された建設業における外資導入とあわ

せて今後とも民間による開発は進むと思われる。

しかし，情報通信に関しては基盤整備が極めて

遅れているために，自前で加入者線などを整備

第 58 巻第4•5 号

しPT.テレコムに寄贈した形態で運用をお願

いする，いわゆるドーネーションによる建設も

行われている。Besika地区での開発では工業団

地の回線を収容する交換局までの市内ケーブル

が末設置のために，マイクロ回線で団地から交

換局までのルートを確保する方法がとられてい

る。このような事例は日系企業に限らず行われ

ており， 1989年には自前で加入者線を設置でき

る許可がおりたところ，極めて短期間のうちに

1万5千もの回線が敷設されて例もある。この

方式は，積滞で困っているユーザに不公平であ

るとの理由により，現在では中止されている。

第7番目はPT.テレコムにおける管理運営

上の問題である。一般にPT.テレコムの給与は

民間などと比較して 2倍程度であり，かなり給

与の条件は良好であるが，キャリアとしての運

営を十分にこなせるだけの人材が少ないことが

あげられている。経営方式としては米国のよう

にエグゼクティブが計画をたて，下部組織はこ

れを実行するだけという形態がとられているの

で，管理者には現場での工事進行や保守におけ

る問題などを念頭においているものが少ないと

言われている。交換機をはじめとする各種の仕

様（スペック）を把握できる人材も不足してお

り， PT.テレコム独自のスペックではなくサプ

ライヤーのスペックをそのまま利用している。

日本では NTTがスペックを指定するほかに，

工事や施工など広範囲な課題について NTT自

体にこれを把握するセクションがある。従って，

業者は NTTにより指定された方法と基準に従

って工事を行うが，ィンドネシアの場合には業

者を監督する組織もないし，設計を担当できる

技術者の必要性も認識されていない。

第8番目は公衆網としての存在そのものが極

めて不明確であることである。いままで述べて
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アジアにおける情報通信の現状 (2)

きたように，国内の情報通信の回線は極めて未

整備であるために，これら障害をてっとりばや

く解決する方法として国際通信を延長して国内

網として利用する方式が取られている。 PT.イ

ンドサットによる網を用い，市内回線部分につ

いてもマイクロなどの非ケーブル系の通信路を

利用している。このような方式は衛星を中核と

しているためコスト的には不利であるが，安全

に企業内通信を実現できること，ジャワ島以外

の散在する島々をすべてカバーすることなどを

考慮すると，あながち一時的な網であるとは言

えない。日系企業でもこの形態で網の整備をす

る例が増えてきているほか，ィンドネシア国内

企業についても国立銀行である NegaraIndon-

siaがこのような国際通信を利用して国内の網

を形成している。そもそも国内のインフラ整備

の窓口であり政府の経済政策の中心的存在でも

ある国立銀行自身がこのように国内網を信頼し

ていないことは，まことに皮肉な事態である。

(3) マレーシア

マレーシアは全国平均で電話の普及率が10%

程度であるが，クアラルンプールでは20%に達

しており，都市部での普及については一巡して

いるとの見方が強い。民営化されたテレコムマ

レーシアの収益の伸びも順調であり，更に，故

障率についても 3%という数値であり，アセア

ンでは最高の水準に達している。従って，総合

的に見ればマレーシアの情報通信インフラの整

備は極めて順調に進行してきたといえる。特に，

都市部だけではなく周辺地域についても設備投

資を義務ずける方法はとられているため，遠隔

地に対する呼についても完了率が高くなってい

る。マレー半島部分での通信だけではなく，ス

ワラク小1,1などがあるカリマンタンとマレー半島

との通信についても満足できる状態にあるとい

われる。従って，量的な拡大については必要に

応じて行う計画であり，移動体通信など新サー

ビスによるより細かなサービスを提供できる段

階となっている。

更に，アセアン地域ではタイやシンガポール

とならんで海外投資を開始しているグループに

入り始めている。今回のカンボジアでの和平協

定実施や経済再建が進むなかで，通信インフラ

整備への投資をすることにより，国内での運用

技術を転用する方向をとっている。これはマレ

ーシアの現在おかれた経済的な状況を反映して

いる。マレーシアではマレー人に対する社会的

経済的な優遇政策により国家の発展をはかって

きた経過があるが，現在ではマレー人を中心に

して労働力不足の傾向が生じており，ィンド人

などの外回人労働力を単純労働へ振り向ける政

策をとっている。従って，カンボジアヘの情報

通信インフラ投資の計画もアセアン内部での分

業拡大の一貫として行われえているといえる。

なお，マレーシア国内での交換機のシェアは

日本電気が約70%, その他をスウエーデンのエ

リクソン社が占めており，日本からの貢献が大

きいことがうかがえる。これは， 1979年からマ

レーシア政府の国内産業の進行政策に応えるか

たちで日本電気がマレーシア国内での交換機や

電子製品の製造を開始したことが大きく影響し

ている。交換機の製造では具体的には，本体を

形成する CP(Central Ppocessor)を日本国内

（東北日本電気）で製造し，比較的数量が多く

付加価値が高い（労働集約的である）接続端子

部分をマレーシアで生産し，最終的にマレーシ

アにおいて組立る方式をとっている。この生産

方式によりマレーシア国内での情報通信インフ

ラは順調に整備され，現在のレベルに達してい

る。
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マレーシアでのインフラ整備が順調にすすん

だもう 1つの理由としてマイクロ回線の整備が

あげられる。比較的人口が希薄である国土をカ

バーするには，交換局の配置やこの間の接続を

どのようにするかが間題となるが，東海岸を中

心として広くマイクロ系により長距離回線が整

備されている。西海岸についても交換局の配置

は比較的多く，マレー半島部分についてはよく

整備されている。これと比較して，山間部やカ

リマンタにおいては，交換局の数は限定されて

いるが，人口が過密ではないので日常の通信に

は支障はない範囲である。マレーシアでの最大

の問題は，やはり半島部分とカリマンタンと (J)

格差を縮小するこてであり，現在，計画されて

いる海底光ケーブルのうち実現されているもの

は1つにしかすぎない。

このような情報通信の良好な環境に加え，水

や電気についてもアセアンでは整備されている

グループにあるのでマレーアシヘの企業進出は

極めて活発であり，現在，国内に約200か所のエ

業団地があり，完売の状況にある。現在，日本

などの不況により開発が中断しているために，

クアラルンプール周辺には赤土がむき出しのま

ま放置されている工業団地もあるが，傾向的に

は進出は拡大している。しかし，マレーシアの

国家計画とも関連して労働集約的な産業の進出

を嫌う傾向にあり，よりハイテク指向の製造業

を求めているので，将来的には技術者不足など

深刻な問題となる可能性もある。

(4) シンガポール

シンガポールテレコムによる回線の整備はア

セアン諸国では常に最高水準にあり， 1975年に

はすでに13%に達してる。 1980年から1990年の

10年間に国内回線については 2倍，国際通信に

ついては10倍の伸びを示しており，極めて高度

第 58 巻第 4• 5号

なサービスを提供できる段階となっている。全

般的にインフラ整備に対する計画が明確であり，

投資に見合ったインフラ充実が進行してきた。

現在ではこのような充足状況をうけ，今後は需

要に応じて順次整備をしていく計画である。

シンガポールテレコムは1992年に 3分割され，

電話事業はシンガポールテレコム，郵便はその

まま国営，更に海外事業会社が設立され周辺諸

国の通信インフラ整備への投資を開始している。

もともと民営化は証券市場の規模が小さく （タ

イの1/10程度の取引高）これを活性化する目的

もあり，現在，地下鉄と放送 (SBC)が1~2

年後を目標に民営化計画がある。シンガポール

に証券市場は100%外資企業しか上場できない

こと (150社が上場）から業績上位の外資系会社

の参加がない（上位10社のうち 1社のみ上場で，

これはランキング 3位）ことが問題であり，金

融インフラそのものの整備が必要となっている。

シンガボールでの情報通信で注目されるのは，

日本が将来課題としている新サービスしこついて

すでに試行されていることである。例えば，

Tradenetとよばれる通関業務のコンピュータ

化，ペーパレス化についてはすでに実現されて

おり， TDB(輸出入管理局）の指導のもとに輸

入・輸出にかかわる文書・プロトコルをすべて

ネットワークにより処理し，文書によるやりと

りを無くしている。これは，業者すべてがコン

ピュータ端末をもち，その要員を配置すること

を意味しており，日本など多数のしかも規模が

さまざまである業者が存在する現状では実施は

極めて困難であると言われている。

更に，日本ではあまり普及が進んでいないキ

ャプテンシステム（ビデオテックス）について

も利用が比較的活発であり，パソコン通信によ

り情報サービスなどについても利用が進んでい

-128-

library
ノート注釈
library : None

library
ノート注釈
library : MigrationNone

library
ノート注釈
library : Unmarked

library
ノート注釈
library : None

library
ノート注釈
library : MigrationNone

library
ノート注釈
library : Unmarked

library
ノート注釈
library : None

library
ノート注釈
library : MigrationNone

library
ノート注釈
library : Unmarked



アジアにおける情報通信の現状 (2)

る。テレビューとよばれるシステムでは飛行機

の運行状況，天気予報，市況などをアクセスす

ることにより見ることができ，テレビでは

Cabe! Visionというタイトルでこのような情

報を常時流している。これは，人口が約250万人

と小さい規模であり先進国なみに人口増加が減

少傾向にあり知識集約の教育や文化形態が進ん

でいること，もともと固有の文化が少なく海外

からの情報入手を基本としていることなどが要

因となっている。

このように情報通信インフラを整備すること

は国の政策を反映している。ジンガポールは現

在，金融センター化を中心としてアセアンでの

経済活動の中心的な存在となるための条件整備

を始めている。具体的には今回のAPECの事務

局設置を契機として大規模なオフショア市場の

開設，日本企業がアセアン域内でのローカルコ

ンテントをクリアするためのIPO(Inter-

natinal Purchase Office)の開設などを積極的

に推進している。また，松下電器やソニーなど

がOHP(Operation Headquarter)をおいて世

界での生産の 4極体制の 1つをシンガポールに

おいていることは良く知られている。 NEC,日

立についても同様な比重を置きつつある。アセ

アン各同が自国の情報通信インフラ整備に投資

を開始しているなかで，むしろシンガポールの

情報通信インフラを活用することを提案してお

り，これは港湾についても同様の提案をしてい

る。まさにアセアンの経済的な触媒の役割を認

識している。このような情報通信インフラをア

セアン全域のものとして活用する計画は，シン

ガポールから周辺各国にむけて引かれている海

底光ケーブルに象徴されている。現在，表2に

示すような回線が実現，計画されているが，周

辺諸国への通信路は高度に整備される過程にあ

る。このことは，条件さえ整えばアセアンでの

キャリア運営をも担える準備をしている。

シンガポールの経済的な反映や実力は事実で

あるが，これを周辺諸国がどのように認識して

いるかは別問題である。特に，最大の人口を有

するインドネシアの政治的な力は大きく極めて

多大な影響をうけると考えられ，一方，経済的

にはタイなどがオフショア市場の開設など独自

に提案をしており，現在のシンガポールの情報

通信インフラ面での優位がそのまま将来の金融

センター化につながるかは疑問である。

表 2(a) シンガポール陸揚げ海底ケーブル

ケープル名（地域） 完成時期 容量（チャンネル） ケーブル長（海里）

ASEAN P-S 1978年 1,380 1,534 
（フィリピンーシンガポール）

ASEAN I-S 1980年 480 569 
インドネシア—シンガポール

M-S-T 1983年 480 923 
（マレーシアーシンガポール—タイ）

SEA-ME-WE 1986年 1,260 7,222 
(SOUTH EAST ASIA- 1,080 
MID EAST-WEST EUROPE) 

SIN-HON-TAI 1986年 S-H 1,380 2,305 
（シンガポール—ホンコンータイワン） H-T 480 

A-I-S 1986年 1,380 2,468 
（オーストラリアーインドネシアー

シンガポール）

注）陸あげ局はすべてカトン
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表 2(b) アジア／太平洋地域の光海底ケーブル計画

ケープル名

マレーシア（クアンタン）ータイ

ア マレーシア（クアンタン）ーシンガポール
セ インドネシアーシンガポール
ア
ン ブルネイーシンガポール
ケ マレーシア（クアンタン）ーマレーシア（コタキナバル）

} プルネイーマレーシア（コタキナバル）
Jレブルネイーフィリピン

マレーシア（コタキナバル）ーフィリピン

香港ー台湾 No.2 

シンガボールー台湾 No.2 

塁SEA-ME-WE No.2 
・グアムーフィリピンー台湾

! 且
香港ー日本—韓国

TPC-4 

PACRIM WEST 

PACRIM EAST 

TASMAN-2 

なお，シンバポールでの交換機整備には富士

通が大きく寄与しており，現在では運用，保守

などは現地で行える体制にあるといわれ，極め

て順調に技術移転がおこなわれえいる。

(5) フィリピン

フィリビンでの情報通信インフラ整備はアセ

アンではもちろん，世界的にもまれなケースで

あり，しかもこれが現在でも問題として継続さ

れている。フィリピンではインフラ整備が開始

された初期からキャリアヘの民間セクターの参

入が認められ，この結果，現在では56社ものキ

ャリアが存在している。もちろん， トラフィッ

クの大半は大手の PLDTにより処理されてい

るが，地方との接続や情報通信事業全般の安定

的な運用には大きな問題となっている。

積滞や電話完了率の低さなど，アセアンの一

部の国で深刻となっている問題はフィリピンで

も共通する問題であるが，最大の問題は経済発

展そのものがマイナスであり，アジアの途上国

完成予定時期 容(Mbps量) ケー(kmブル)長

1992年 280 1,300 

1993-1995年 280 400 

1993-1995年 280 1,000 

1991年 280 1,550 

1991年12月 420 1,500 

1991年 280 

1991年 280 

1991年 280 

1990年 420 

1992年 280 

1994年

1990年

1990年

1992年

1994年

1993年

1991年

が成長への過程をたどるなかで，唯一，取り残

されかけている点である。情報通信インフラ整

備には多大な海外援助が投入されるが，運用な

ど基本的な部分では民間からの料金やビジネス

需要であり，経済活動が重要な要因となる。電

話の80%がマニラに集中する（全国で100万台）

など地方での普及率は極めて低い状況にあるこ

とは，政府による通信行政が無いに等しく，と

りあえず料金の回収できるマニラに各社の投資

が集中している現状を招いている。更に，利権

などがからんでマニラと地方電話局との接続が

できないうえに，地方では手動による運用方式

であり信頼性が低い。

これに対して情報通信インフラ投資の額その

ものは相対的に大きく， GNPの5%程度が支

出されており，中国，ィンド，ィンドネシアが

O.l~0.4%であることを考えると極めて大きな

数値である。このことは，投資の非効率さを示

すのであり，より直接的には60ものキャリアが
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アジアにおける情報通信の現状 (2)

勝手に投資している現状を反映している。

このような情報通信の現状は経済運営そのも

のの失敗と同様であり，かって1970年代には比

較にならなかったインドネシアに現在では追い

越され，情報通信インフラそのものでも同じ時

期に下位にあったタイに追い越されている。

現在，このような無計画状態を改善するため

の委員会 (TAG: Telecommunication Action 

Group)が形成され，政府の政策や規制，サービ

ス競合の解消，投資方法の改善などを検討して

いる。これにより当面ODA資金の効率的な運

用 (20万回線増設）が検討されている。これと

は別に PLDTにより X-5 ,X-5 C計画が作

成され，合計で約50万回線が整備される予定で

ある。しかし， PLDTの計画実行に必要な資金

計画に問題があるほか，その他のキャリアによ

る整備計画が極めて不完全で資金調達も因難と

なっている。

光ケーブルによる国際通信についても

PLDTを含めて企業参加があり， 12以上の国際

プロジェクトの一員となっている。国際的にも

日本，台湾，香港とアセアンとの中継点であり，

環太平洋の地理的な位置としても重要であるた

め，フィリヒ゜ン企業の参加は当然であると言え

るが，シンガポールが同様のプロジェクトヘ参

加していることとは大きく状況が異なっている

ことは事実であろう。

1 .2アジア NIES

(1) 韓国

韓国では公社による独占的経営のもとで順調

しこインフラ整備がすすめられ，首都ソウルはほ

ぼ充足状態にあり，現在ではその他の都市と周

辺部への拡充が進められている。民営化につい

ては海外からの圧力などもあり，現在， KTAが

民営化されKTへと移行したほか，データ通信

部門についても DACOMが設立されている。こ

のように，韓国では経済成長に応じた形でイン

フラ整備がすすめれており，タイなどの振興工

業国に特有の経済成長とのアンバランスは見ら

れない。

韓国で現在注目されているのは，将来の通信

方式であり ISDNをどのように実現するかで

ある。現在のことろ，米国と日本のサプライヤ

により提供された機器を利用して ISDNサー

ビス実施にむけてのテストを行っているが，将

来の商用段階では韓国製の交換機TDX-10に

よりサービス提供を行う予定である。この交換

機の性能についてはさまざまな意見があり，日

本のディジタル交換機の初期の機種程度である

という意見がある一方で， ISDNも含めて実用

的には十分であるとの見解もある。しかし，現

実に複数のデイジタル交換機を入れて運用して

いることは今後の商用運用で問題となる可能性

がある。韓国経済は現在，深刻な減速状況にあ

り，これがさまざまな方面に影響を与えている

ことから，日本などとの技術格差についても開

いていく可能性もある。また，自動車や電気機

器などで指摘されているように，製品の品質面

では問題が多いことが言われているので，韓国

製の交換機が現場に投入されるまでには，かな

りの解決すべき問題があると考えるほうが妥当

であろう。

いずれにしても，韓国ではインフラ整備を自

国で行う力があるほかに，将来的には交換機な

ど通信網を前で整備する産業育成も課題として

のぼっていることが，他のアセアン， NIESと異

なっている点である。しかし，キャリアに交換

機など基本技術を提供し続ける，いわゆるサプ

ライヤについては，将来的には世界で4~5社
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表3 KTの交換機調達計画

1991年

交換機機種 回線数 構成比(%)

TDX-lA 62 2.31 

TDX-IB 1,542 57.54 

TDX-10 62 2.31 

（匪産小計） 1,666 62.16 

5ESS (AT&T) 459 17 .13 

程度しか残らないといわれており，現在の日本

国内の日本電気，富士通，沖電気を含めて極め

て厳しい競争が予測されている。サプライヤの

条件としてはさまざまなものが考えられるが，

そのなかでも長期にわたりシステムをメンテナ

ンスできる体制がとれるかどうかが大きな問題

となる。 LANなどコンピュータと直接関連し

ているシステムについてはディジタル技術を中

心として極めて新しい技術を基礎としているが，

現在，発展途上国にかぎらず膨大なアナログ系

の交換機が世界に存在しており，これらを含め

てサービスできる条件がサプライヤには必要で

ある。このような技術の継続性は情報通信イン

フラ整備のスパンが数10年の単位で考えられて

いることから当然のことではある。

(2) 台湾

台湾は中国と各国が国交を樹立して以来，政

治経済の面で断絶状態が継続されているが，周

知のように経済発展には著しいものがあり， 1 

人当たり GNPも香港とならぶ水準になってい

る。台湾での情報通信キャリアの運営は文字ど

うり国による独占的な経営が行われてきており，

競争導入などについての外圧は直接には受けて

いない。しかし，経済発展が著しいテンポで進

んでいるのに通信インフラ整備が追いついてい

ない状況にあり，台北など都市部においても積

1992年 1993年

回線数 構成比（％） 回線数 構成比（％）

4 0.20 16 0.80 

683 33.91 592 29.64 

668 33.17 1,126 56.38 

1,355 67.28 1,734 86.83 

309 15.34 116 5.81 

滞は5~10年といったレベルであり，新しいオ

フィスビルが建ってもその通信設備が満足に整

備できない状況にある。都市部においてもこの

うような状況にあるので，周辺部や農村部では

更に整備が遅れている。

更に，このような通信インフラ整備の方法に

も大きな問題があることが指摘されている。ア

セアンの一部の国と同様に，通信ケープルの地

中埋設が行われているが，直埋め方式であり，

ビニール管などに入れて埋設されるケースが多

いとはいえ，一度埋設されたあとの保守は考慮

されていない。更に，工法が悪いために雨など

による浸水が原因となる不通や障害が多発して

いる。このように，経済レベルでは香港なみに

なったとはいえ，現在まで行ってきたインフラ

整備の方法そのものがもたらす弊害は極めて大

きいものとなっている。

日本との国交断絶などが原因となり，サプラ

イヤは米国の AT&Tが中心となっているが，

最近では NTTとの技術交流を再開する動きが

あり，経験交流や技術面での情報交換が行われ

ている。もともと日本は近い国であり，国土の

状況なども似ているので，このような技術交流

は有効なものとなるであろう。更に，将来にデ

イジタル化， ISDN化などを考慮すると， NTT

との関係は今後重要になってくるであろう。
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NTTサイドからは台湾での講習会の開催して

いるほか，個人ベースでの見学がありこれを受

け入れている。経済面でも米国が最恵国待遇を

見直す時期にあるなど米国離れを余儀なくされ

ている時期であることや，いわゆる台湾化が進

行するなど環境変化があることとの関連性を見

る必要がある。

最近の課題としては民営化，ディジタル化，

秘電話，光技術などであり，現在の NTTのノ

ウハウが利用できる分野である。 TV会議など

には興味をもっておりソフト面での展開が注目

されている。

(3) 香港

香港の情報通信インフラ整備はシンガポール

についで2番目のレベルにあるが，経済活動な

どを考慮すると実質的にはアセアン， NIESの

なかで最も整備が進んでいる地域と言えるであ

ろう。地域が狭いことや，英国時代からのイン

フラに対する思想，あるいは世界的なキャリア

である C&Wが英国企業（経営者は華僑であ

る）であることなどを考慮すると，インフラ整

備が順調に進んだことは当然であると言えよう。

しかし，このようなインフラが充足状態にある

こととは逆に，民営化や規制緩和はごく最近に

なり実施されていることは興味深い。現在，計

画されている規制緩和についても極めてスピー

ドの遅いものであり，香港の通信事情を大きく

変えるものではない。

香港ではむしろ中国の広東省への進出が注目

される。香港の中国変換の問題や，香港での土

地不足の問題と，アセアンでの相対的な労賃上

昇をうけて，現在，広東省への企業進出が盛ん

であり，これにインフラ整備はついていってな

い状況にある。深洲経済特区など経済重点地域

での電話整備などは内陸部とは比較にならない

位進んでいるが，それでも需要の急増をまかな

える状況にはない。香港テレコム (HKテレコ

ム）は当面，香港域内の通信とならんで，この

ような地域では進出を行うことになろう。

更に，香港では国際通信の特性を最大限に生

かしたグローバルネットワークサービスの拠点

をつくる計画がある。 C&W社は収益のうち半

分にあたる500万ドルをこのような香港におけ

るサービスからあげているといわれ，衛星を利

用して香港を最大の地球局とすると同時に，香

港に集積されたビジネス情報やインフラとの結

合を行っている。香港では放送分野についても

STAR TVがアジア各国に対する広範囲なサ

ービス網を形成しており， C&Wは情報通信分

野でこのようなアジア全域のサービスを提供す

る企業であると言えよう。後述するように，ロ

シアなどインフラが未整備である地域について

も国際通信を通じて局地的に高度サービスを提

供している。しかし，地上局をどこにするかは

相手国の主権や経済ともからんでおり，ロシア

の例では日本のKDDとの完全な競合関係とな

っている。

2. 海外通信事業体の投資

2. 1全般的傾向

(1) 大手キャリアの国内シェア低下

先進国では規模の経済学の見直しとともに，

通信事業の民営化，規制緩和が進行し，日本に

おいても NTTへの移行と第二電電などのキャ

リアの誕生が実現している。この結果，国内に

おける主要キャリアの収益は年々低下する傾向

にあり， 1992年には NTTが民営化されていら

ぃ，初めて赤字を計上している。このような傾

向は米国のAT&Tについても当てはまり，収
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益の低下とシェアの低下は明らかとなっている。

この事情について表4に整理している。

特に，先進国の場合には一般家庭むけのサー

ビスについては充足状態にあることや，設備の

充実ほどの利益が見込めないことなどから，収

益面では企業通信でしかも大都市間の長距離通

信が中心となる。規制緩和のもとでは，この分

野が民間へ開放されていることになるので，大

手キャリアには収益性のうすい（従って公共性

の高い）分野の運用の責任だけが残るイメージ

が強くなる。しかし，ビジネスユースにしても

一般家庭の利用にしても市場規模は限界があり，

現在では過渡的な状況をすぎ，シェアの争奪が

展開されている状況にある。米国では設立され

る事業体（第2種に相当）も多いが，倒産する

企業も多くなっている。

このような状況をうけ，米国の AT&Tはア

セアンやメキシコなど発展途上国のキャリアと

しての事業を開始しており，企業全体の収益に

第 58巻第4・5号

うち， 1990年には約15%をこのような海外事業

から得ていると言われ， 1995年には25%まで拡

大する計画であると言われている。日本におけ

るNTTの動きについては後でやや詳しくのベ

るが，傾向としてはAT&Tと同様に，海外での

事業化を計画し，すでにタイにおいてその一歩

を踏みだしている。欧州では，英国やドイツが

国営企業であるほか，ほとんどの国で公営企業

として独占的に運営がなされているので，この

ような問題は現在はないが， EC市場統合が進

むにつれ，一挙に自由化が進むものと思われる。

企業経営のレベルでは，すでに海外事業所では

なく単なる支店へと転換する処置や，航空会社

の代理店制度の廃止と支店化，通関業務の簡素

化などが進行しているので，やがては情報通信

の分野への相互乗り入れや自由化が進むであろ

う。通信分野では，現在のところはEC経済統合

にともなう新需要の発生とそれへの対応が中心

となっているので，このような問題が浮上する

表4(a) 長距離系3社の通信サービス収入 （単位：億円）

サービス区分 1988年度 1989年度 1990年度 1991年度上半期

電話 348 722 1,097 658 

第二電電僻DDI 専用 18 24 29 17 

計 366 746 1,126 675 

電話 234 546 942 670 

日本テレコム跨JT 専用 34 45 63 38 

計 268 791 1,005 708 

電話 llO 210 259 145 

日本高速通信跨TWJ 専用 22 28 32 17 

計 132 238 291 162 

電話 692 1,478 2,298 1,473 

合 計 専用 74 97 124 72 

計 766 1,575 2,422 1,545 

注）第二電電と日本高速通信は付帯事業収入を除いたもの。

日本テレコムはJRネット収入と付帯事業収入を除いたもの。
資料出所：各社年次報告書
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アジアにおける情報通信の現状 (2)

表4(b) 移動体通信のシェア（契約ベース）

種 別 1990年12月末 1991年12月末

自動車電話・携帯電話 NTT 51.4万万件件(（65%％)） NTT 7748..01万万件件((6328%%)) NCC 27 .3 35 NCC 

ページング NTT 333.86万万件件（(68%％)） NTT 378.65万万件件(（66%％)） 
NCC 155. 32 NCC 196. 34 

表4(c) KDDの営業収益 (1991年3月期）

（単位：百万円）

当期 前期 伸び率（％）

売上高 240,718 258,719 ▲ 7.0 

電気通信事業営業収益 237,143 256,39~ ▲ 7.5 

電話収入 183,138 203,573 ▲ 10.0 

テレックス収入 13,967 16,881 ▲ 17.3 

電報収入 3,519 3,846 ▲ 8.5 

専用収入 17,970 16,422 9.4 

データ通信収入 4,585 3,937 16.5 

データ伝送収入 986 2,007 ▲ 50.9 

その他の収入 12,975 9,729 33.4 

付帯事業営業収益 3,575 2,321 54.0 

営業利益 16,965 24,387 ▲ 30.4 

経常利益 25,982 29,489 ▲ 11.9 

当期利益 13,445 14,138 ▲ 4.9 

資料出所： KDD報告書

のは少し先になるであろう。

(2) コンセッションと BTO・BOT

発展途上国へと進出する場合の問題点はいく

つかあるが，その中でも最大の問題は資金調達

の問題であろう。もともと，発展途上国には自

カで通信インフラを整備する力がないので，先

進国のキャリアが進出する機会が生まれている

事情があるので，キャリア事業へ参加する場合

には，資金（投入する人的資源の問題も含めて）

が問題となる。更に，先進国などのように情報

通信需要の測定基準が明確に作成できないこと

などが事情を複雑にしている。

先進国からの資金調達にはいくつかの方式が

表4(d) 国際通話利用における競争の成果

（単位：収入は億円， トラヒックは百万）

年度 . 1987 1988 1989 1990 区分， KDD 1,900 2,026 2,036 1,831 NCC 30 265 

計 1,900 2,026 2,066 2,096 

発信回数 96.1 129.5 166.8 206.4 
（対前年比） (39.5%) (34.8%) (28.8%) (23. 7%) 

発信分数 413.2 535.6 701.4 937.4 
（対前年比） (29.0%) (29.6%) (31.0%) (33.6%) 

資料出所：郵政省「国際通信の現状」 (1990年度）

ある。その第1番目は PBHと言われるもので

あり，事業運営そのものを先進国の参入企業が

行うかわりに，収益の一部を発展途上国のキャ

リアあるいは国に納付する方式である。この場

合，移動体通信などの新分野を開放することが

多いが，インフラを整備すべき地域や運営上の

義務などについては比較的緩いため，参入企業

は電話機の値段を高くして早期に資金を回収す

る例（インドネシア）など不自然な運営形態を

とることがある。従って，この PHT方式は実施

されてはいるが，国全体のインフラからみると

一部であり，あまり影響を与えるものではない

と考えられる。

これに対して， BTO(Build Transfer and 

Operate)あるいは BOT(Build Operate and 

Transfer)方式は大規模なインフラ整備をめざ

したものであり，今後の途上国のインフラ整備

の方法として考慮されるべきものであろう。こ

れら 2方式は一般に複数の海外資本の参加や民
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族資本との合弁をする場合が多く，コンセッシ

ョンと呼ばれる企業体となる。BTOとBOTは

似たような呼称であるが，その運用方法は大き

く異なっており，海外資本が参加する場合には

決定的な差異となる場合がある。

BTOではインフラは最初に途上国のキャリ

アにわたされ資産となり，そのあと運営がコン

セッションにより行われる。このため，設備を

納入する段階での競争となるので，サプライヤ

にとっては極めて不利な展開となる可能性が高

い。しかし，情報通信の場合に非常に重要な構

成要素となる交換機などの仕様やプロトコルは

キャリア側から 1つのみ提案されるので，コン

セッションが複数存在している場合（タイの例

など）においても比較的問題は少ない。

BOTでは，まず最初にコンセションによる

．一定期間 (20年などの比較的長い時間）の運用

が行われ，その期間が終了したあとに途上国の

キャリアに引き渡され資産となる。このため，

どのような交換機を入れるか運用をどのように

するかはコンセションに任されるので，企業体

への海外資本の参入はやや容易となる。また，

交換機など設備は，当面，コンセッションの資

産であるので，納入価格面での競争は BTOほ

どには深刻ではない。しかし，このような反面，

通信プロトコルや交換機の設計仕様については

コンセッションごとに異なっていても構わない

ことになるので，将来，キャリアとの間で大き

な問題となる可能性もある。

しかし，これら BTOとBOTが明確な形態

で最後まで運用されるかどうかについては疑問

視する意見もある。その理由としては国のキャ

リアの経営能力が極めて低いことが上げられる。

例えば，タイの場合には現在までの加入者回線

整備の 5倍程度のスピードで急速に整備をする

第 58 巻第 4• 5号

計画であるが，そのための人材を集められるか

は問題である。更に，政治的，経済的な不安定

さは長期的な運営計画を行いにくい環境を作っ

ている。当面解決すべき問題を挙げていくと，

結局， BTOにより資産をキャリアに移したと

しても，その資産管理や保守，プロトコル調整

などを行える力量がないために，相当程度に参

入資本からの援助が必要となる。この期間が長

いほどBOTとの差異は小さくなる。このよう

なことを考慮すると， BTOとBOTの原理的な

差異より，その国のキャリアの経営能力そのも

のの把握が問題であることがわかる。

その経営上の問題としては以下のようなこと

が指摘されている。

1)資産管理

資産管理の概念がなく減価償却などのストッ

クとしての管理をしておらず，すべてフローの

計算となっている。

2)料金徴収

日本のような現金振替などのシステムはなく，

1軒1軒料金を徴収する方式であるので時間と

労力を要する。しかも，回収率が低いことも問

題である。

3)インフラの保守

すでに述べたことであるが，運用しながら障

害を検出し交換する方法はデイジルタル技術の

もとでは系統化されているが，これを十分に担

える体制にあるか。

4)人材確保

これについても各国の現状のところで部分的

に述べているが，単に技術系の人員が不足して

いるというだけではなく，急速な工業化，ハイ

テク化による要員の移動も考慮する必要がある。

(3) 途上国援助と海外投資

現在，日本のODAは総額ベースでは世界最
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アジアにおける情報通信の現状 (2)

大となり，情報通信の分野についても全体の約

10%を占めるまでになっている。 ODAのあり

方や援助の効率的な使途についての議論は従来

より行われてきており，その重要性は現在でも

変わらないが，一方では海外事業を進める場合

にどのように連携がとられているかという視点

からの分析も必要である。もちろん，援助その

ものは本来何らの見返りを期待するものではな

いが，途上国の経済が発展し，事業として資本

参加が可能となる段階では，援助段階での関係

が重要となってくることは言うまでもない。

日本の ODAについては，もともと無償援助

の比率が小さく，円借款による貸付が大きいこ

とが従来より指摘されているが，事業そのもの

への日本企業の参加や入札での落札などについ

てはむしろ逆であり，かなり日本からの影響を

差し控えたものであることは指摘されている。

簡単に言えば，金は出すが口は出さない態度で

あり，欧米の国が露骨に自国企業を優先する態

度とは大きく異なっていると言われている。例

えば，情報通信の事業化のコンサルティングを

行っている NTTl(NTTインターナショナル）

では，コンサルティングと事業化とは極力独立

したものとして FSを行われているし，コンサ

ルティングとしては当然の態度である。しかし，

国によっては大使館レベルで自国企業の売り込

みが行われる例もある。

このように，事業化の段階で特定の企業に有

利になるようにコンサルティングを進める戦略

は存在しうるが，むしろ日本の援助では 2国間

の技術援助協定など長期にわたる協力関係が有

効に働いていることに注目する必要がある。タ

イに進出している NTTについてはODA

(JICA)ベースの技術協力がTOTとの間にあ

ったために，事業化にあたっての関係がスムー

スに形成されている。現在，コンセッションの

役員人事をつめる段階にあると言われているが，

日本人スタッフ約60名に対応してタイ側の人材

を張りつける計画であり，組織構成などの情報

は2国間の技術協力によるところが大きい。

(4) 企業内ネットワーク

NTTの日本国内での収益低下にともない，

企業努力と同時に海外への投資が注目されると

ころとなっている。 NTTの海外事業について

は監督官庁である郵政省との間で調整がすすめ

られ，現在では一応の結論を得ているが，今後

生じてくるすべての問題をカバーしているわけ

ではない。従って， NTT海外事業にともない，

更に細かな調整が行われるものと思われる。現

在までの規制緩和の方向については以下のよう

に結論づけられる。

NTTが海外のキャリア運営に係わることは

認めるが，多大な収益を上げることを期待する

ものではなく，相手国の利益になる範囲に限定

していること，また，その資金については日本

国内での料金からの収益であることを十分に意

識することが最大のポイントとなっている。当

初，郵政省は海外事業には極めで慎重であり，

研究課題としては取り上げていたが，現実には

海外投資の実現は先き送りとなっていた。しか

し，この間に AT&Tなどの海外投資が進行し

たために，日本の出遅れが懸念され，限定的な

範囲での投資が認可となった。現在のところ，

日本からの国際通信キャリアである KDDとの

競合がないとの見解であり， NTTも現地キャ

リアヘの参加であることを強調している。

この海外事業への投資については，当面，ァ

セアンとアジア NIESが対象となる見込みで

あり，長年にわたり技術協力などで関係が深い

タイ，ィンドネシアなどを最初の実験国として
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考えているようである。NTT内部でも，収益性

はともかくとして， ODAなどの援助国である

ことは，日本国内で世論形成する場合にも有利

であるとの見解をもっている。香港のコンセッ

ションヘの参加は入札で負ける結果となり，こ

のことが郵政省における反省材料になったとも

言われている。

このような国内での収益性の低下や海外事業

への先進各国の参加が要因となっているのは間

違いないが，もう 1つ見逃してならない点とし

て海外で進出している日本企業からの要求があ

る。具体的には，企業の形成するグローバルネ

ットワークを NTTとして引き受けた場合に，

日本国内だけでのノウハウでは要望に十分応え

られないことがあげられる。日本国内の NTT

ユーザに対応するために，企業通信本部があり，

大手ユーザを含めて約300社のユーザを抱えて

いる。ユーザの約8割は金融・保険であり，そ

の業務も年々海外へと伸びている。日本国内で

も，銀行のオンラインネットワークなどデータ

通信網を提供する立場にあるが，海外までも含

めてネットワークを作りたいという要望に応え

ることが必要となっている。具体的には，発展

途上国に洵外事業所などを開設した場合に，で

きれば企業内ネットワークのような感覚でデー

タ通信をしたいので，日本国内の NTT,国際回

線の KDD,更に相手国のキャリアを 3つ結合

してネツワークを形成する場合の手続き，必要

な交換機などの設備をいっさい含めて企業通信

本音〖によるサービス提供を受けたいとの希望が

ある。この場合，国内と国際回線については問

題ないが，相手国のキャリアについては事情が

よく分からないことから，この種のコンサルテ

ィング業務が必要となる。 NTT関連では現在

NTTIがNTTの民間子会社としてコンサル

第 58巻第4・5号

ティングを行っているが，資本・人員数や経験

からいって十分ではないと言われている。

企業内ネットワークやこれに類似するグロー

バルネットワークの提供については従来より重

要性が指摘されており，日本電気や富士通など

はサプライヤの立場からこの種の業務を手掛け

ており，その意味では本来は本業としてやるべ

き立場にある NTTが進出することは当然であ

ると言えよう。また，日本電気や富士通はサプ

ライヤであり，本来はコンサルティングをやる

企業ではないこと，日本電気については海外事

業での NTTのいわばパートナーであることな

どから，コンサルティングは最小限に止めたい

との考えもあるのでNTTがキャリアであると

の「中立性」を生かして海外へ進出することを

歓迎する要因もある。

(5) グローバルネットワークと現地のキャリ

ァ

日本企業のアジアヘの進出はすでに歴史とも

呼べる年月を経てきており，最近議論されてい

るインドネシア・ジャワ島やバタム島への日本

企業の進出は，タイ，マレーシアなどと移動し

てきた労働集約型産業の第2,第3段階となって

いる。従って，進出する日本企業の方も海外経

験が浅く，うまく現地の政治経済状況に対応で

きない企業（特に中小企業）が増えてきている

問題が指摘されている。このような未経験な企

業にとり，現地に日本のキャリアが存在するこ

とは有利であり，ィンドネシア・ジャカルタな

どでゼネコン企業が地域のインフラ整備をする

必要も少なくなるであろう。

このように，日本企業が条件の悪い地域へ進

出をよぎなくされているという一般的な状況に

加えて，すでに進出しているタイなどについて

も，バンコクなど都会ではなく地方へと進出す
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アジアにおける情報通信の現状 (2)

る必要が出てきていることも考慮されなかれば

ならない。地価や人件費の高騰，更には最近ア

ジアで大きな問題となっている交通渋滞や大気

汚染など，都会における工場立地は曲がり角に

きていると言える。

問題を極めて単純化して見ると以下のように

なる。日本企業の海外進出は一般的に安価な労

働力を求めて行われる。このことは， 1人当た

りGNPの低い地域への移動を意味する。一方，

従来より知られているように，情報通信インフ

ラの整備率と 1人当たり GNP(この対数）とは

比例関係にある。従って，傾向としては，より

情報通信インフラの未整備な地域への進出が増

大することになり，企業内ネットワーク，グロ

ーバルネットワークを形成する困難さは増大す

ることになる。もちろん，企業進出は政治経済

情勢に大きく左右されること，途上国によって

は労働集約型産業を拒否する傾向にあること，

シンガポールなどのように労賃が必ずしも安く

はないが企業の生産基地として新たな位置付け

を持ちはじめているなど異なる展開をしている

国もあるので一般論ではないが，傾向として労

賃の重要性は変わらない。

現地のキャリア（特に国内網）を利用して企

業内ネットークを形成する場合に問題となるこ

とを上げると以下のようになるであろう。

1)網構成

国内網が完全ではなかったり，部分的に大き

な問題があるなどのケースもあり，網そのもの

が形成できるかどうかの検討が必要である。

2)回線数の不足

最も初歩的ではあるが，現実には最初に問題

となることがらである。 5年や10年という単位

で積滞を抱えている場合には工場であるからと

いって優先的に加入者回線が割当られない。タ

イなどでは工場団地そのものに情報通信インフ

ラが整備されていなかった例もある。

3)交換局・通信体系の未整備

加入者線の整備は自前で何とかなる場合でも，

これに見合った形で地域の交換局が整備されて

いない。そのためトラフックに輻轄が生じる。

4)加入手続き

書面ですむ場合には問題ないが，そもそも規

制があいまいであったり回線そのものが確保さ

れない場合には，事情を把握しているコンサル

ティング会社が必要となる。

2.2日本の通信事業体の海外投資戦略

(1) NTT 

NTTでは民営化による企業収益の確保と従

来からの政府間ベースを中心とする援助の調幣

が大きな問題となりながらも，海外投資を当面

の課題とした展開がなされている。具体的には

国際部，海外事務所の人的な再編・強化が行わ

れている段階であり，急速な事業展開にまでは

いたっていない。海外での事業は日本国内での

電気通信事業法などの規制がかからないので，

1つの民間企業としての活動が保証される点が

大きく異なっている。

タイでのコンセッションの概要は以下のよう

になっている。バンコク市内200万回線について

はCAが運用を行い， CAの構成は地元の財閥

であるソムサングループと米国の Nynexであ

る。地方100万回線については TTTが担当し，

TTTの構成は海外資本のロレックス， NTTで

ある。 NTTについては本社社長が現地入りし

て意欲を示すなどの対応が取られている。

NTTからは60名規模の人員を派遣して，運

用を中心に配置を行い，将来の技術移転のため

のカウンターパートの養成を開始している。事
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業体の構成についての素案が作成されている段

階であり，役員構成なども議論されているが，

最大の問題は事業体の収益である。具体的には

地方での100万回線を整備することによりペイ

するのか，これに見合う企業進出や経済活動が

期待できるのかといった点である。これはタイ

に限ったことではなく，他の途上国のインフラ

投資を行う場合の共通する問題である。経営分

析レベルでは年間の収益予測と財務分析を行う

ことがなされるが，経済活動という面での別の

分析が行われいることは興味深い。

その第 1点目はタイでのバンコク集中の実態

である。政治経済の情報はすべてバンコクに集

中される状況にあるので，地方の企業がまず必

要とするのはバンコクとの回線利用である。従

って，皮肉な言い方としては地方のインフラと

は言いながらも地方の交換局で行うことは， ト

ラフックを集約してバンコクヘ送ることが主要

なサービスとなり，地域内部での相互通信をさ

ばく必要性は極めて低いであろうと見られてい

る。一般には通信網の階梯をどのように構成す

るかは大きな問題であるが，タイなど途上国で

は簡単化が可能であるとも言える。

第2点目は基本的には長距離網の利用である

ことにある。地方とは言いながら，すでに述べ

たようにバンコクヘの通信が大きな比重を占め

ているならば，長距離網からのアクセスチャー

ジは大きなものとなるであろう。長距離網を

TTTとして整備するかどうかは末定であるが，

仮に別会社である TOTが提供したとしても，

アクセスチャージによる収益があるうえに，市

内網からの収益も期待できる。このような事情

は日本での東京と大阪間の通信を考えれば明ら

かであるが，先進国とは際立った特性となって

いる。

第 58 巻第 4• 5号

NTTの海外戦略は開始されたばかりであり

今後の展開は不明であるが，当面は未整備な地

域，例えばインドネシアなどへの進出が課題と

なろう。しかし，ここで注意しなければならな

いことは，米国など先進国のほかにアセアンか

らの参入があることであり，日本の NTTが従

来から援助を行ってきた相手国が隣国への進出

をはじめ，いまや競合する存在となる可能性が

あることである。AFTAなど経済圏が形成され

る動きのなかでは軽視できる傾向ではない。

NTTの収益のメベリもやがては底をうつであ

ろうが，米国内での規制緩和などを考慮すると

可能性としては更に新サービスが形成されるこ

とも予測される。 NTTが運用や技術の面で最

高水準にあることは事実であるが，これを企業

戦略として生かす方法やノウハウについての蓄

積は未知数である。

表 5 タイ電話増設プロジェクト

地域 バンコク首都圏 バンコク近郊，地方

規模 200万回線 100万回線

事業資金規模 1500億バーツ 400億バーツ

会社名 テレコムアジア社 タイ電信電話会社

略称 CP TT&T 

事業実施者 チャロン財閤 ロックスレー社

ボクパン財閥 イタルタイ社

ジャスミン社

パタラタナキット社

事業経営 Nynex (米） NTT (日）

サプライヤ シーメンス，AT&Tなど 末定

注）免許は25年間

(2) KDD 

KDDが直接アジアヘの投資を開始している

データはないが，関連する地域としてロシアへ

の投資が注目されている。 KDDは以下のよう

なサービスを提供する企業連合への投資と人材

派遣を行った。国際通信システムはウラジオス
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アジアにおける情報通信の現状 (2)

トックに地上局を置き太平洋上の衛星をキーと

して東京を経由して海外の主要都市との国際通

信を実現するシステム（ボストークシステム）

を提供するものであり，極東の主要都市との間

は専用線を利用している。ロシア国内のインフ

ラが極めて未整備であることから，拡大するビ

ジネスヘ対応する形でこの企業に限らず， C&

w, 米国企業などが参入している。
KDDの収益低下の傾向についてはすでに述

べたが，国際通信の場合には国内のような厳し

い環境がただちに訪れるとは考えられないので，

むしろ将来の海外投資のノウハウの蓄積の意味

が大きい。更に，これと関連することであるが

企業内ネットワークを国内でうまく形成できな

いことによる日本企業からの要求を反映したも

のであり，商社などではロシア国内での通信の

不備についてはビジネスそのものへの深刻な影

響を指摘する意見もあった。 KDDは各地のユ

ーザヘのコンサルティングの形で企業内通信に

類するネットワーク形成を手掛けており，海外

のキャリアヘの参加ではないが，われわれが議

論している情報通信基盤整備の経済効果という

意味では同様の投資パターンである。

(3) 商社のネットワーク

日本の商社は企業活動そのものが海外に集中

しているといっても過言ではなく，そのネット

ワーク形成は大きな柱となっている。しかし，

多くの場合，国際通信事業への資本参加や回線

の買い取りなどにより，直接，自前の国際ネッ

トワークを形成するので，国内のキャリアの未

整備に関連した問題は少ない。衛星回線などを

経由して国内網を経由することなく企業内通信

を実現することにより，広域的に信頼性のおけ

るネットワークを形成することができる。

住友商事のネットワークなどについてはすで

に触れたが，自社での利用を離れた分野につい

ても，例えばゼネコンとして整備した工場団地

の通信インフラを整備したりする業務を行って

おり，これがドーネーションとして相手国のイ

ンフラとして提供されていることも考慮する必

要がある。この傾向は，次元は異なるが米国に

おけるバイパス業者と似通った点があり，自営

のネットワークによる整備がどの範囲までであ

るのか，その運用について規制やキャリアとの

関係はどのようになるのかは現在では問題では

ないが，今後，仮にインフラ整備が停滞すれば

議論の対象となるであろう。

(4) サプライヤの提供するネットワーク

サプライヤが一般企業の情報通信インフラの

コンサルティングを行う場合に，現地キャリア

への手続きなど細かな問題を除けば，提供して

いるサービスの中心は国際網を利用したグロー

バルネットワークということになるであろう。

しかし，公衆通信回線に限定しない範囲で，例

えばビル建設にともなう PBXの納入などを考

慮すると，サプライヤもしくは通信機器全般の

メーカが何らかの形態で企業内通信に関わりを

もっている。もちろん，移動電話など機器まで

含めると膨大な企業群が存在することになるが，

経済的な分析としては，現実的には PBXなど

のメーカはネットワーク形成を担う企業に限定

されるであろう。現在，日本電気や富士通など

メーカサイドでの企業内通信サービス部門が存

在しているので，この部門が今後どのような動

きをするかが注目される。

しかし，日本の場合には米国などと異なりキ

ャリアヘの参加に消極的であり，現在のところ

NTT, AT&Tのような事業展開はしていない

し，計画も存在しない。参入しない理由として

は種々考えられるが，リスクが大きいこと，経'
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表6 世界のサプライヤ (1990年．（単位： 10億米ドル）

企業名 I AT&T アルカテル シーメンス エリクソン 日本電気

12.2 12.0 

験が少ないこと，国内のキャリア（日本では

NTT)と海外で競合することになり関係が悪化

する懸念があることなどがある。従って，日本

ではサプライヤや通信機器メーカがキャリアへ

参入（資本参加も含めて）こと自体はないであ

ろう。

しかし，PBXなどのベンダーとしての展開は

必要であるので，ューザからの要望には何らか

の形で応える必要があるので，この部分の切り

わけは特にインフラが未整備の国では問題とな

うであろう。

2.3米国の通信自由化と海外投資の概要

(1) AT&Tの海外投資と国内シェア

すでに AT&Aの海外投資については述べた

が，ここでサプライヤとしてのAT&Tの立場

を含めて，米国国内での動きを見てみる。 AT&

Tはキャリア（長距離）であると同時にサプラ

イヤであるという極めて特徴的な企業である。

しかし，長期的に見ると米国国内が7つのベル

系の RHCに分割され分離されてから AT&T

の国内設備に対するサプライヤとしての地位は

低下する傾向にある。現在，米国内での交換機

のシェアから言えば，むしろカナダの North-

ern Telecomが上位である。これからも分かる

ように，巨大企業といえども，キャリアとサプ

ライヤの地位を維持し続けるのは容易ではない。

長距離通信の分野ではMCIなどとの間での

収益分配の構造は明らかになりつつあり，サー

ビス内容についても大差ないものになってきっ

8.6 7.5 7.4 

つある。ビジネスユースでMCIなど新電電は

一時的に伸びを示しているが，現在ではその伸

びも落ちついてきている。

米国では，むしろ新サービスに将来の動向を

示唆するようなものが含まれており興味深い。

その詳細をここで述べるのは適当でないので1

例のみあげるが，現在へ規制が強化されている

バイパス通信である。これはいくつかの解釈が

できるが，簡単に言えば企業内通信ネットワー

クを可能な限り自営により拡大した形態である

といえ，理論的にはキャリアやこの提供する回

線を借り受ける事業体でなくても，安価な価格

を求めて自営によりネットワークを形成できる

ことになり，通信そのものに規制は必要ないと

の考えに行き着く。もちろん，現在では規制の

対象となり当分はこの種の試みは無いであろう

が，テレポートなど高度に整備された情報通信

インフラを売り物にする開発では，このような

発想が出てくることが十分予測される。

このように米国の情報通信市場は極めて流動

的であり競争は常に激しい。このことは日本に

おける地方の情報通信整備の状況と比較してみ

た場合に顕著であり，米国では本来公益的であ

る情報通信基盤において都市と地方との格差は

拡大傾向にあることが指摘されている。規模の

経済学は一方では弊害を生むが，巨大な収益を

ベースとしてコストのかかる部分の整備をすす

めるための現実的な基盤を与えてくれる。しか

し，自由化と規制緩和のもとでは，このような

理論は極めて説得力のないものになっている。
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アジアにおける情報通信の現状 (2)

AT&Tが米国市場で現在の地位を確保でき

るかどうかは興味深いところではあるが，アジ

アとのかかわりでは以下のような点に留意する

必要があろう。

AT&Tが従来どうりにサプライヤとしてア

ジアでのサービスを行うことは，歴史的な経過

から見て極めて重要なことである。アジア各国

は複数のサプライヤから交換機などを調達して

いるとはいえ， AT&Tの影響力は大きい。米国

内部での競争を持続しながら，アジアでの市場

を開拓し，更に最近ではタイにおけるコンセッ

ションの例のように，本来はオペレーションの

企業である Nynexがサプライヤであるような

動きをし， AT&Tはオペレーション企業のよ

うなサービスを提供するなど，企業の多角化，

ウエイトの分散が生じている。日本ではこの関

係がNTTと電電ファミリィとして区分されて

いるが，米国のような競争がこの関係をどのよ

うに変えるかは興味ある。

(2) その他のキャリア

例えば，カリフォルニアの地域電話会社であ

るGTEは，今回の香港でのコンセッションに

参加しているし，今後との米国の地域電話会社

の中で好調な企業は海外事業への投資を行う可

能性がある。現在， GTEのように余力がある企

業は少なく，現在のところ Ameritec, South-

western Bellであるが，要求としては極めて高

いことが言える。 SouthwesternBellはすでに

メキシコの電話会社Telemexを買収している。

その原因として，第 1番目に上げられるのが地

域内通信へのバイパス業者の参入と，更に長距

離業者による同様の参入であり，これにより地

域内通信会社 (RHC)の利益低下の傾向があ

る。第2番目は，国内での規制を受けない海外

での投資により収益のメベリを解消したいとの

要求である。現在， RHCへの規制緩和は更に拡

表7(a) 米国長距離通信事業のシェア（市外サービス， 1990年）

比率(%)

会社名

Bell Atlantic 

Bell South 

Ameritech 

Nynex 

PaC1fic Telesis 

U.S. West 

Southwestern Bell 

合計

AT&T 

65.0 

MCI 

14.2 

US Sprit 

9.7 

Allnet 

0.6 

その他

10.5 

表 7(b) RHCの加入者数，総収入，純利益 (1990年）

加入者数（単位：千） 総収入（単位：億ドル） 純利益（単位：億ドル）

17,484 115.2 13.12 

17,500 143.5 16.31 

16,278 106.6 12.53 

15,303 135.9 13.59 

14,112 97.2 10.30 

12,105 99.6 12.00 

12,562 91.1 11.01 

105,344 789 1 88.90 

く資料） USTA年次報告書
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大する傾向を見せており，機器製造が許可され

大幅な改正が行われること可能性もあり，国内

市場のなかでの地域内通信についても長距離系

と同様の激しい競争の時代が訪れるでろう。

2.4途上国などの海外投資

アセアンヘの投資は日米欧の企業に限らず，

最近では韓国，香港，あるいはアセアン諸国の

なかでもシンガポール，マレーシア，タイから

も参入が行われていることは注目すべきことが

らである。市場としてはカンボジア，インド，

中国，スリランカなどの未整備地域に拡大して

いる。従って，今後は未整備地域を対象にして，

世界のキャリア，通信機器メーカが入り乱れて

の商戦が繰り広げられる可能性がある。特に，

アセアン地域内ではタイ，マレーシアなどの影

聾は無視できないものになるであろう。もっと

も，これは資本参加や運用に関しての問題であ

り，サプライヤのレベルでは，当面，競合相手

としては韓国のみと考えられ，この分野では，

主要なサプライヤによる競争状態が持続される

であろう。

韓国は中国山東省への韓国企業の進出が増大

していることをうけて，同地域との間にインテ

ルサットを利用した直通伝送路を開設したほか，

将来的には青島（あるいは威海）との間に光海

底ケーブルを敷設する計画である。ディジタル

交換機メーカ，PBXメーカについても中国市場

への進出を準備している。更に，KTはインドネ

シアの第6次5か年計画における500万回線増

設のコンセッションに参加資格を得ており，実

現すれば海外投資の第 1号となる。同様の資本

参加をスリランカに提案している。

香港では HKテレコムや C&Wによる海外

投資活動が以前から展開しており，最近では隣

第 58巻第4・5号

接する中国・広州市でのページング会社を設立

した。

シンガポール・テレコム・インターナショナ

ル (STI)は台湾の AT&T交換機の保守と運用

を受注している。シンガポール・テレコムはベ

トナムのホーチミン市でのセルラー電話事業に

参入している。シンガポール・テレコムはセル

ラーやページングサービスを国外でも適用でき

るシステムを開発している。

セルコム・マレーシアとタイのテレコム・ア

ジアはカンボジアでのセルラー電話拡充事業へ

の参入を開始している。なお，カンボジアでの

事業にはオーストラリアのキャリア OATCも

参入予定であり， OATCはベトナム，ミャンマ

ーなどの市場への進出も計画している。

2. 5移動体通信

(1) セルラー電話

移動体通信については各国ともに新規参入の

目玉として規制緩和をするケースが増えている。

特に，セルラー電話については市場規模はそれ

ほど大きくはないが，高い需要の伸びが期待さ

れおり，各種のアンケートなどにもこれが反映

されている。海外の資本参加をどの程度にまで

許すかは国により異なっているが，だいたい，

30%前後までの参加を認めている。日本では

NTT系の地方会社の外に，民間の新規参入会

社の 2社体制が認可の最低条件となっており，

当初から競争導入の形態となっている。アジア

では基本通信に相当する部分すら未整備の地域

もあるので，競争状態を一挙に実現している国

は少ない。現在のところ，インドネシアにおい

て極めて高価な電話機（端末）を販売している

企業を除いては，民間により提供されるサービ

スとしては妥当な価格とサービス内容である。
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アジアにおける情報通信の現状 (2)

マレーシアやタイにおいて特徴的なこととし

て，ノルウエーの会社ノキア (Nokia)が目立っ

た進出をしていることが上げられる。企業規模

はそれほど大きくはないが，いままで情報通信

をてがけたこのがない企業の参入であり，途上

国においても先進国なみの多角化と企業参入が

実現している例である。

移動体電話がこのように極めて多数の企業が

参入している背景には規格が末だに未統一であ

るとも原因となっている。現在，欧小,,,系の900ボ

ー，米国系の800ボーが混在している段階であ

り，将来は900ボーに一本化されるであろうが，

現実には複数の規格をそれぞれことなった企業

が提供している状況になっている。

世界的にどのような企業が移動体の端末を提

供しているかは明確ではないが，例えば，日本

でもトヨタ・東芝連合が1992年より製造販売を

開始するとしており，異業種からの参入が活発

な市場である。各種の市場調査でも今後急速な

需要増が期待されているので，機器製造につい

ては，さまざまな分野からの参入が予測される。

(2) ページャー，ポケベル

ページャー，ポケベルなども部分的にはセル

ラー電話の機能を果しているが，日本と異なり

公衆電話が一般に極めて少ないため，ベルを聞

いてもすぐに電話できない環境にあることも考

慮する必要がある。ページャーについても同様

であり，電話番号だけの通知だけではなく簡単

なメッセージを送信できる形式が好まれている。

現在のところ，民間からの参入が許されるケー

スの典型となっているので，多数の事業体が形

成されている。

3 • 日本企業の海外進出と情報通信

3. 1アジアにおける製造業の動向

円高以降の日本企業の海外進出は，製造業の

あらゆる分野に及んでおり，最初の段階では電

子機器関連であった時期とは異なる様相を呈し

ている。また，企業規模についてもさまざまで

あり，企業進出は日本経済を象徴するものとな

っている。企業進出を時代ごとに区分したり，

現地の規制やローカルコンテントとの関連を詳

細に分析する必要はあるであろうが，ここでは

やや大まかな傾向を分析するにとどめておく。

情報通信のあり方と企業の海外進出とが必ずし

も対応しているわけではないが，現在，企業の

国際的な分業ともいえる体制が生じてくるにと

もなって，情報通信との関連が明らかとなって

きている局面がある。

(1) 工業製品の拡大

アセアンでも輸出製品のなかでアジアでの石

油，ゴムといった第 1次産品の比重は急速に低

下しており，かわって軽工業を含む広い範囲の

工業製品が拡大している。これら工業製品の生

産には日本企業が大きく貢献していることはい

うまでもない。 1次産品市場の不安定性が認識

されると同時に，政治的経済的安定化が海外投

資を誘因している。タイは米という戦略的な産

業を，マレーシア，シンガポール，ィンドネシ

アは石油・天然ガスなどを背景として経済の自

立化を目標としており，経済運営は順調に推移

している。経済発展のスピードはともかく，拡

大傾向は継続されており，マレーシアのように

2020年に先進国入りを国家政策としている国も

ある。

(2) 輸出産業化の傾向

アジアヘの日本企業の進出の最初の段階では，

相手国や周辺の国での消費を中心とした輸入代

替型産業が中心であったが，最近では輸出産業
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としての性格を強めてきている。これはインド

ネシアなどのような比較的開発が遅れた国につ

いても当てはまり，アジア地域では米国市場へ

の輸出や日本への逆輸入などの複雑な貿易構造

を持つものへと変化してきている。この要因と

しては各国の政府が自国での産業育成を方針と

して掲げていることがあげられるが，アジア地

域内部での生産分業や域内での貿易が拡大して

いることも大きな要因となっている。

(3) ハイテク指向

アセアンヘの日本企業の進出が主として安価

な労働力を求めたものであったことへの反発が

生じており，マレーシアなど賃金上昇の著しい

国では，一般的な労働力不足も原因となり，も

はや労働集約的な産業誘致を拒否する傾向もあ

る。また，アジア NIESと同様に自国でのハイ

テク産業育成にも目が向き始めており，タイ，

シンガポール，マレーシアなどハイテク工業団

地を作る動きがある。ソフトウェアの分野では，

英語圏の強みを生かしてフィリピンにソフトウ

ェアハウスを作る日本企業も現れている。

(4) 外国人労働者

アセアンの一部の国を含めて，インドやパキ

スタンなどからの単純労働力を導入する傾向が

強まっている。例えば，シンガポールでは現在

30万人の外国人労働者を受け入れているが，製

造業では最大45%, ホテルなどサービス業では

20%程度まで外国人労働者を受け入れることが

許されている。更に，ジョホール朴lからは毎日

3~4万人の労働者が海を越えて働きにきてお

り，アジアでは 2重， 3重の労働者の階層構造

ができつつある。

(5) 賃金上昇と低出産率

1人当たり GNPを単純に比較しても，香港，

台湾，シンガポールは同レベルであり，これに

第 58巻第4・5号

韓国が迫っている。賃金上昇にともなって子供

の生まれる数が減少しており，高学歴化も同時

に進行している。一般にアジアでは理工系の大

学の整備が遅れているために，文科系の大学卒

業者がすぐに充足される状況にある。タイをは

じめ工業化を急いでいるどの国でも理工系学生

の不足は深刻である。

(6) 研究開発機能の一部分散

理工系の学生層が薄いことも原因の 1つであ

るが，アジア各国の学生気質も研究開発にとり

問題であることが指摘されている。いわゆる

R&D (Research and Development) と呼ばれ

る研究所などの機能を日本企業に立地を要求す

るケースもシンガポールなどに出てきてはいる

が，アジア向けの開発 (D) の機能は実現でき

るが研究 (R) は不可能であるとの意見が多い。

その原因としては，学生の創造性の能力の欠如

をあげている。一般的にペーパーテストに類す

る学力はあるが，自分で思考して発展させてい

く能力に極めて乏しい。これは長い間の植民地

時代の習慣が大きく影響していると言われ，限

れた範囲の仕事をこなせばそれ以外をやる必要

もないし，逆にやってはいけないとの理解があ

る。

(7) 成長の 3角地帯

タイ南部，シンガポール，インドネシア・ス

マトラ島北部を結ぶ経済発展計画が進められ，

すでにインドネシア・バタム島では500haのエ

業団地がインドネシア・サルム系 1社とシンガ

ポール政府系 2社による合弁開発が1期を終了

し， 2期に入っている。進出企業も43社にいた

り， 30社が操業を開始している。地理的・経済

的な関係からシンガポール政府は熱心であり，

すでにインドネシア政府，タイ政府との協力合

意はできているが，マレーシア政府については
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公的には実現していない。マレーシア政府も周

辺からの労働力を必要としていること，ジョホ

ール州からは事実上の労働力移動があることな

ど関係していると思われる。

このような政府間の協力により人口10万人の

バタム島は50万人規模にまで成長させる計画で

あるが，電力は企業が自給，水にも問題がある

点や，更には工業団地の借料が高いことなどを

考慮すると， 1人当たりの人件費はマレーシア

やタイと大差が無いレベルであるとの試算がな

されている。また，労働力についても，当初，

勤勉なインドネシア・ジャワ島からの出稼ぎを

期待していたが，ジャワ島では島内での移動は

あっても島外へはでない傾向があり，やや労働

力としては問題があるスマトラ島からの調達と

なっている。従って，この種の開発が既存の方

式と比較して優位であるとは言えない。

3.2インフラ整備と企業活動

(1) ビジネス活動におけるロス

情報通信インフラの整備には長い時間と巨大

な投資が必要であるため，ビジネス活動に支障

が出てきても早急に解決できないケースが生じ

ている。このようなケースは例外的であると言

えるが，例えば企業が都市部から固辺へと進出

する場合には出会う問題である。タイやインド

ネシアで生じている問題をまとめると以下のよ

うになる。

回線を確保できても通信が安定しないので，

ファックスなど文書を通信ではなく人力により

車で搬送することになる。同様に電話の完了率

が低いので，文書として書き下ろし車での搬送

となる。単純な悪循環ではあるが，都市部での

交通混雑の原因の 1つになっているとの指摘も

ある。ちなみに，タイの道路には華僑が私有し

ているものが少なくなく区画整理などが極めて

難しいとされているので（高価な価格を提示），

袋小路の形をした昔ながらの道路から多くの車

が主要道路をめざして溢れてくる仕組みとなっ

ている。インドネシアについても主要道路と周

辺を結ぶ体系がうまくいっていない。

電話回線そのものの設置が進んでも，交換局

の増設力ゞともなっていないので，輻轄が常にお

こっているうえに，電話のかけなおしに伴うト

ラフィックが通常のトラフィックに重なって伝

送される。そのため，秘書は電話を何度もかけ

直すことが仕事のようになっている実態すらあ

る。テレコムなど企業の幹部はこのような実態

を把握するべきであるが，米国式の経営方針を

とり，工グゼクティブとラインとが分離されて

いる国では，現実におこっているこの種の問題

や，加入者線敷設工事におけるずさんな方法を

認識するにいたらない。

(2) データ通信の未整備

電話回線が未整備であるので，銀行相互間の

決済などのシステムを構成することができない。

具体的には手形の決済はバンコク市内で行う場

合でも 1日かかり，バンコク以外の地域との間

では 2日かかると言われている。日本の全銀シ

ステムは1992年に日本の NTTIのコンサルテ

ィングが終了し，ようやくシステム開発が開始

されてばかりである。 ATMなど単独の銀行シ

ステムについてはタイではすでに運用されてい

るが，複数の銀行にまたがる決済には至ってい

ない。

インドネシアでは国立銀行のオンライン網す

らも整備されていないので，全銀システムは将

来の課題である。また，銀行のコンピュータが

極めて無原則に配置されているため，同じ銀行

でも複数のベンダーの機種があり，コンピュー
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タ通信そのものが難しい状況になっているとい

われている。これは，便宜供与と低い入札価格

によるところが大きいとされており将来ともこ

のような問題は解決されないままにされる可能

性が高い。日本では公益的な企業を中心に複数

のメーカを入れることが積極的に行われている

が，その場合にコンピュータ通信，プロトコル

変換の問題がいかに面倒であるかは良く知られ

ているところである。

(3) プライベート網のコスト

一般に提供されている通信回線が不安定であ

ることから，衛星回線などを利用してプライベ

ート網を形成する製造業もあることは既に述べ

た。衛星回線のコストがどの程度かはここでは

述べないが，一般に極めて高価でありしかも遅

延を含んでおり，一般には光海底ケーブルの補

完通信路として考えられているものである。特

に，最近では衛星回線そのものを見直し傾向に

あり，光海底ケーブルを他の光海底ケーブルで

補完する方法が中心として考えられている。

(4) 公一専ー公接続などの問題

現在，日本の電気通信事業法で規制の対象と

なっている，いわゆる公 専ー公接続の禁止な

どの規定があいまいである。アジア地域でのこ

の種の法律があいまいであることは一般に指摘

されているが，例えば海外資本による事業化を

すすめる場合に，これを法的に審査する体制や

人材力ゞいないことは問題となるであろう。自営

網で公ー専ー公接続のような形態を一時的に実

現して，運用を行っている場合に，いつ国によ

る規制が加わるか分からない問題がある。

これと間接的に関連するが，電話，データ通

信，ファックス，移動体などの区分があり運用

がなされているが，それぞれのサービスが不安

定なために無線や移動体通信によりファックス

第 58 巻第 4• 5号

伝送を行うというような苦肉の策が講じられて

いるケースもある。法的には違法であるが，ビ

ジネス活動を支援するための緊急避難的な対策

が必要とされていることを象徴している。

(5) 無線系の監視体制の不備

タイやインドネシアに見られるように，違法

な無線を運用するケースが多く，混信の問題が

深刻である。また，無線系についてはタイなど

のように王室と軍隊が占有する帝域が存在して，

どのように利用されているかは公表されないも

のもある。もともと日本の無償援助により電波

監視の体制が整備される基礎はきずかれている

が，実際にカバーする範囲が狭いことや新技術

により監視そのものが陳腐化しているなどの問

題がある。これが直接の原因ではないが，タイ・

バンコクではセルラー電話の回線が途中で中断

して他の回線へ振り向けられるなどの呼の中断

も深刻な問題である。

タイでは無線機器の個人所有は禁止であるが，

例外事項が極めて多く，実際には海外から持ち

込んだ無線機器を利用したりリースで利用した

りして自由に利用が可能である実態がある。現

在，セルラー電話は15万台，アマチュア無線は

10万台であるが，電話における混信は深刻であ

る。

3.3製造業における問題

コンピュータ通信を利用するユーザとしては

銀行や保険といった業種が主流であり，アジア

のそれぞれの国にとってはコンピュータネット

ワークの整備はこれらの産業の発展には欠かせ

ないものであろう。しかし，日本のような海外

進出の地域としてアジアを見ている場合には，

当面，各種の製造業での情報通信の問題が重要

課題であろう。一般に，生産指示情報など工場
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などの単位では頻繁にデータ流通が行われいる

のが一般的なイメージであるが，アジアとの間

ではいまだに垂直分業が中心であることを考慮

する必要がある。将来的にはアジア各地に研究

開発基地を分散することも考えられるが，現在

のところ，極めて高度な技術情報が流通される

わけではない。

(1) 閉じた情報通信の現段階

現在の多くの製造業では，あらかじめ年間な

どの長期間の生産計画をもとにして製造をすす

める例が多く，すべての決定は本社で行われる

企業経営のスタイルが踏襲されていると思われ

る。従って，工場などの地域をこえた情報通信

の内容も企業の生産計画にかかわるような重要

なものではなく，連絡調整や現地との調整が主

たる内容となっている。 NTTの調査事例など

でも，マレーシアの工場団地から出ていくトラ

フィックが極めて少ないことが確認されている。

もともと，中程度の技術を利用した生産が主体

であるので，製造装置やその制御にも高度なノ

ウハウは必要ないし，障害がおこった場合の対

処も高度化装置の場合とは異なっていると考え

られる。

例としてコンピュータ組み立てや交換機製造

を取り上げてみると，プロセッサや主要な半導

体は日本で生産し，ものとして多量にはけコス

トもかかる端子部分が現地で生産されており，

この構造は今後とも市場は充足されるまで変化

しない。従って，ハイテク製品であっても組立

て型産業である場合にば情報通信の需要は連絡

調整にとどまるであろう。アセアンではシンガ

ポールなどで全面的な自動化工場が建設され，

そこでの労働者の質や技術レベルがどの程度の

ものであるかは興味深いことがらであるが，情

報としては公表されていない。

しかし，長期的な傾向としてはアセアンを含

めて，いわゆる技術移転や現地地場企業からの

調達を考えざるを得ない状況になってくるであ

ろう。ローカルコンテントの制約や AFTAの

発足にともなう経済圏の形成などは，日本のハ

イテク技術をどのように現地へ移転するかの問

題を提起することになる。同時に，現地への中

小関連企業の進出や現地でのハイテク指向に対

応するには，現在のような東京本社を中心とし

て一括して決定を行うルールでは不十分であろ

う。このような現地での生産形態の変化は，情

報通信のトラフィックの種別を変えるものにな

るであろう。具体的には，高度な設計，デザイ

ン情報，あるいは現在では米国との間で頻繁に

やりとりされていると考えられる研究開発情報

などの一部についても流通の対象になるかもし

れない。

(2) 受注生産と情報通信

先述した自動車部品の注文生産を行っている

企業では，国際的な通信網を介して世界に散在

する顧客とのデータ通信を行っている。このほ

かに，最近，中国への進出が顕著になっている

繊維製品の製造などでは，アパレル商品などデ

ザイン情報を含めた通信需要が生じている。企

業によっては東京に本社はあるものの，事実上

の経営体制は現地に移しているケースもある。

このように，家電製品などのように大量生産し

て市場ヘマスで送り込むパターンではなく，個

別製品の生産にやがて NIES,アセアンは移行

していくことを考慮しておく必要がある。この

ような受注生産に近い段階では情報通信の内容

も密度も現在とは大きく異なったものになるこ

とが予想される。その場合，問題となるのが市

場や生産基地をかかえている現地における情報

通信インフラの整備である。国際的なネットー
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クは，むしろ衛星回線や海底ケーブルにより確

保されるので，あまり国による差異がない形態

で形成されるのに対して，国内網は国による整

備計画の実行を待っしかない。

日本企業の世界戦略である，いわゆる 4極体

制のなかでNIES,アセアンがどのような位置

にあるかが本質的な問題となるが，米国への研

究開発の依存度が低下するとは考えられないし，

今後，マルチメディア関連など巨大投資が必要

な分野では相互依存はますます強まるであろう。

日本のメーカについては，アジアでは言語や文

化に関する共同研究を進める傾向にあり，高度

技術よりはソフト面での成果が期待されている。

(3) 国際網による国内網の代替

アセアンでの国内網の未整備を衛星通信によ

り補完する例についてはすでに述べたが，この

ような形態はあまり例外的な事項ではないこと

を証明する事例が出てきている。ロシアでの

KDDが加わった企業連合による極東地域での

国内・国際網の整備は，ほとんど同じ構想で香

港のC&W,米国企業，および豪州企業により実

施されすでに競争状態に入っている。 KDD企

業連合は東京をステーションにしているのに対

して，C&Wは香港，米社はワシントンをステー

ションとしている。 C&Wはすでに2000万ドル

を投資し，サハリンシステムの名前で50名から

なる企業を運営しているが通信の70%は日本あ

てであり，事実上日本の商社など極東開発に関

連したものである。 C&Wが東京と香港との間

に双方向リンクを開設できない (KDDが相互

通信契約を保留し協定が無い）ためにロシアと

東京との通信が片方だけであり，ユーザの不満

が大きく， KDD連合はこの機会を利用して将

来は半年で300件の契約をむすぶ計画である。

ただし，このような事業はかなりのリスクを
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ともなうことは確かであり， C&Wは利益を上

げるには至っていないし， KDDその他との競

合は今後とも経営を圧迫するであろう。ビジネ

ス需要が見込めるとはいっても基本となるもの

は一般ユーザによる定常的な電話利用であり，

国内での広範囲にわたる通信であろう。また，

長期にわたり情報通信インフラが未整備である

とは考えられないので，やがてはコスト的に高

いこのような通信形態は避けられる傾向になる

であろう。

やや例外的といえるものとしてインドネシア

が上げられるであろう。極めて多数の島を通信

の対象とする場合には，事実上，地上系による

整備だけでは完結しないし，中間に衛星系が必

要となる場合には途中の地上系は理論的には不

必要である。インドネシアではこのような衛星

系による情報通信は将来ともに25%程度残ると

して試算されている。もちろん，現在ではジャ

ワ島内部の，しかもジャカルタ周辺の国内網を

補完しているものであることは既に述べたこと

である。

3.4金融自由化とオフショア市場

タイなどでは日本の製造業の進出が一段落し

ている段階であり，今後はより進んだ形態での

経済発展が指向されている。ハイテク指向など

製造業における高度化はその 1つの方向であろ

うが，金融市場の整備と自由化がこれ以外の分

野として注目されている。アジアでは域内での

資金移動も活発となり始めており.1992年の外

貨準備高もタイ，マレーシア，シンガポール，

フィリピン全体で860億ドルとなり日本の686億

ドルを抜いている。この中には先進各国からの

資金流入が大きな比重を占めており，今後とも

資金を取り込む国際金融市場を開設する動きが
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ある。すでに存在している香港，シンガポール

の市場に加えて，タイ，マレーシアでの開設が

行われ，日本の銀行の進出も始まっている。

いわゆる金融インフラといわれる制度の整備

とならんで，情報通信のインフラの整備も必要

となる。このための条件整備については情報通

信インフラ整備一般と大差はないと考えられる

ので，ここで改めて述べることはしない。ただ，

注目されるのはどの国も外資導入の積極的な姿

勢をとっていることであり，将来は分散化と条

件の急速な緩和が進むものと考えられる点であ

る。どの国にも自国でオフショア市場を運営で

きる自信と利害を感じるようになれば，金融セ

ンターは必ずしも香港やシンガポールである必

要はない状況になり，競争の激化は避けられな

いであろう。従来は，例えばシンガポールのよ

うに相対的に極めて高度な情報通信インフラを

整備している地域が注目されたが，今後はその

面での格差は縮小するであろう。また，情報通

信インフラ整備が問題となる証券投資は今後は

現地での資金調達の方法の 1つなる可能性があ

る。しかし，金額は現在では総投資額のわずか

な部分しか占めていなうえ，上場企業の少なさ，

民間における貯蓄の問題などから急速な拡大は

ないであろう。

4. 情報通信における技術移転

4. 1情報通信インフラ整備の方法

(1) 伝送設備，交換局

発展途上国における情報通信インフラ整備に

おいては， (1)インフラを配置するまでの工事，

(2)通信の運用，および(3)メンテナンスなどの管

理といった 3つの段階においてどのように援助

国との間で分担するかが大きな問題である。得

られた収益の配分という問題もあるが，実際問

題としては日本などが派遣した現地要員を長期

にわたり張りつけることは不可能であり，何ら

かの形で設備や技術の移転を行う必要がある。

上に述べた 3つの段階のそれぞれについて技術

移転は必要である力ゞ，特に管理と運用は通信イ

ンフラが安定的にサービスを提供できる基本で

ある。

ここではまず最初のインフラ配置までの段階

を考察してみる。図 1にはインフラ配置におけ

る基本的な構成を示している。図に示している

区分の中で，現地企業による整備が可能な範囲

としては加入者線の引き込みが中心であり，交

換局やマイクロ伝送施設などは，いわゆるサプ

ライヤといわれる伝送・通信機器メーカカゞ納入

する。もちろん，具体的な工事における土木作

業などへの現地労働者の配置などは交換局工事

などでは行われるが，設計施工の体制はサプラ

イヤの責任において行われる。

これらの現地とサプライヤとの工事分担にお

いて，現実的に問題となるのは加入者線などの

終端部分の工事であることが多い。交換局など

施設にかかわる部分はビルなどの建物であり，

日本国内における工事と大差がないと言えるし，

点検や検査の範囲も限定されている。これに対

して，交換局からケーブルを引き道路の下をく

ぐらっせて，それぞれの家屋にまで線路を引く

工事は，時間，コスト，労力の面で格段に負担

が増大する。しかも，この部分の工事は道路や

水道，ガスといった他のインフラとの関連性が

強く，計画性や継続性が要求される。

(2) 加入者線工事の問題点

これらを考慮した場合に，加入者部分を現地

企業が行う場合の具体的問題点は以下のように

まとめられる。
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SUB MDF SW DDF 

•— 
交換局，マイクロ波設備

SWシステム I 
I 

I I I I 
局舎建設 ケーブル 電源 交換機

・床荷重 • 架間 •信号線 （ハード）

• 照明 ・装置間 ・エンジン •CP 

・メンテナンス
・ラインカード

•加入者との間 ジェネレータ
トランク

スペース
・ジャンクション •整流器 （ソフト）

• オペレーション •局データ

スペース •呼処理など

図1.情報通信の設備の概要

1) ビル工事の不備

アジアでは華僑系を中心として現地建設業者

が多数存在し，ホテルをはじめ多くのビル建設

を手掛けている。アセアンにおいても首都のビ

ルの高さとデザインには目を見張るものがある。

しかし，現実には入札価格が極めて低いために

工事そのものは不備が多いことが指摘されてお

り，細かいところでは窓の留めガネの破損から，

通信に関連する部分では電カケーブルと抱き合

わせてコンクリートに埋め込みなどの方法まで，

設計段階からの問題点が多く存在している。日

本企業が工事を手掛けているビルではこのよう

な問題は存在しないが，入札価格があまりにも

低いために工事を受けることができない。日本

の建設業者は，日系企業のビル建設や，シンガ

ポールなどで見られるように地下鉄沿線の地盤

安定化工事（ビル建設により地下鉄の地盤が吸

い込まれないように保全しながら工事を進める

工法）など特殊で最新のエ法が要求される分野

を除いては十分な機会がない。それでも，タイ

では建設業の約6割を日系が占めているなど，

国により差異が見られる。

2)地下埋設

すでに述べたように，直埋工法によるケーブ

ル特性の劣化が大きな問題である。

-3)道路建設

道路建設についてもビルの場合と同様に現地

企業に低い価格で落札されるケースが多く，そ

の場合には最悪の場合には通信用のダクトや側

溝に類するものが付帯設備として整備されてい
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アジアにおける情報通信の現状 (2)

ない場合があり，電話工事などで道路の専有部

分をうまく利用することができない。当然のこ

とながら下水道や上水道などを含めたインフラ

全体の関連などは追求されないケースもある。

ィンドネシアではこの種の問題が近い将来深刻

な影響を及ぼすであろうし，タイにおいては以

前に建設された工業団地が同様の問題を抱えて

いる。

4)線路の質

線路は現在ではポリエチレンの被覆・絶縁に

よる防水タイプのものに代わっているが，以前

には材質が紙であり，浸水や振動などによる破

損が深刻な問題となっていた。現在でもこの種

の材質による線路は存在しており，今後とも問

題（不通や切断）である。このような初期工事

がいかに大事であるかを象徴するものである。

(3) コンテナ方式

途上国でも地価の高騰や用地不足が問題とな

りつつあり，電話の交換局など土地（加入者線

の引き込みなどを考慮すると相当程度のビルと

なる）の問題が生じている。例えば，タイでの

バンコク200万回線増設計画では，当初， TOT

の所有する交換局にCP,TT&Tの施設を収容

する予定であったが，交渉が中断状態にあるこ

とや，収容スペースが十分でないことなど，見

直しがされている。具体的には，コンテナに交

換設備を積んだ方式で，住宅の間に臨時的に配

置していく方式が考えられている。日本では災

害時や，急に増設された団地で運用されている。

アセアンでもタイなど一部の国で利用される

設備ではあるが，無線系による無計画なあるい

は違法な回線増設を行うより，将来的には回線

品質などの面でも有利であると考えられる。も

ちろん，災害や盗難などビルとは異なる次元の

問題は解決する必要はある。

4.2システム遍用の問題

情報通信サービスを行い料金を徴収する作業

は情報通信サービスの基本であり，情報通信技

術の現地化，技術移転で最も重要な部分である。

通信施設や関連装置が問題なく作動してサービ

スが満足に提供されていれば，通信需要が存在

している以上，収益を確実にあげることができ

る。この部分は本来，現地のキャリアがみづか

らの力で要員養成を行うべきところであるが，

現実には研修所など整備されている国は少ない

ので，日本のサプライヤなどが自国の研修機関

を利用して，いわゆるユーザサービスとしてお

こなっている。表8(a)には日本電気における研

修所の概要とメニューを示している。

このようなサプライヤによる要員養成のほか

に，タイのモンクット国王工科大学など， ODA

ベースの教育機関などが設置されているケース

もある。マレーシアでは研修施設を自前で建設

することをはじめているが，極めて小規模であ

り影響力を与えるまでには至っていないようで

ある。ODAベースの教育訓練としては，日本国

内で行う研修コースがあり，年間150名程度がコ

ースを受けているほか，個別メニューを50名ほ

どが受けている。その概要を表8(b)に示してい

る。

更に，より直接的な技術指導として， JICAベ

ースで情報通信関係の人員を派遣する制度があ

り， NTTにいたってはすでに1000名規模の派

遣を行っている。 JICAベースの人員派遣では，

とかくボランティア活動が強調されることが多

いが，現実にはNTT職員のような技術者が直

接現地にはいり，技術指導をすることのほうが

効果的であるといえよう。しかし，このような

体制も NTTという民間会社にとってはジレン

マとなっており，政府間の協力関係の時代を終
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表B(a) NECインターナショナルトレーニングの概要

設立 平成2年7月

資本金 5千万円
本社所在地 東京都港区芝五丁目33番1号

森永プラザピル 8 F/9 F 

研修施設 3ヵ所 （田町，川崎，横浜）

従業員数 約130人

事業内容 (1) 海外顧客等に対する通信機器，コンピ
ュータ，半導体に関する研修の企画及

び実施（日本／現地）

(2) 来日研修生の日常生活支援，その他
(3) 研修生用宿泊施設の運営及び管理

種類 研修内容 対象

① NEC製品・システム
顧客

の運用・保守に関わる
現法・代理店

専門技術教育 技術・技能

② C&C技術に関わる
顧客

セミナー

① 通信，コンピュータ及 顧客

び半導体関わる技術 現法・代理店

基礎技術教育
② セールスエンジニア

現法・代理店
教育

③ インストラクター 現法・代理店

教育 社内講師

日本文化紹介
日本事情，日本語教育，

来日研修生
各種スタディーツアー，他

わり， 1つの民間企業として現地へ入る必要性

が強く認識されており，これら両者のバランス

を再度考える時期に来ていることは確かである。

特に，長期にわたり人材を張りつける必要性が

あること，援助対象国によっては隣国の通信事

業への投資を開始しているケースもあるなど，

援助とビジネスの切替えが必要な時期となって

いる。

このように，現在では制度や提供されている

メニューをうまく利用すれば情報通信サービス

をになう人材を養成することはそれほど困難な

ことではないが，現実には以下のような問題が

生じている。

(1) ジョプホッビング

アジアでは日本企業だけではなく米国企業も

進出しており，そこでは人材のスカウトなど米

国式の採用や，地位に応じてサラリーをあげる

制度が実施されている。そのため情報通信分野

の労働者でも米国式の職業観をもつケースが多

く，ジョブホッピングによる人材の流失が大き

表 B(b) NTTにおける海外研修員受入れ

研修コース名 JICA受入期間 NTT受入期間 研修機関 定員

Radio Communication Engineering 
92. 5.26~ 8. 8 92. 6. 2~ 8. 5 

中央研修
13 

無線通信技術 センタ

Digital Switching Engineering 
92 .. 6. 4~ 8. 8 92. 6.12~ 8. 5 

中央研修
15 

デイジタル交換技術 センタ

Telecommunication Lineman Techniqe 
92. 8.17~12.17 92. 9.14~12.15 

北九州
10 

通信線路技術指導者育成 支店

Telecommunication Outside Plant Engineering 
92. 8.27~11.15 92. 9. 4~11.12 

中央研修
13 

通信線路技術 センタ

Digital Transmission System Engineering 
92. 9.29~12.20 92.10. 7~12.17 

鈴鹿研修
12 

ディジタル伝送技術 センタ

Telecommunication Network Planning and Designing 
92.10.22~12.20 92.10.30~12.17 

中央研修
17 

通信網計画設計 センタ

Integrated Services Digital Network Engineering 
93. 1. 5~ 2.20 93. 1.12~ 2.17 

中央研修
11 

ISDN技術 センタ

Optical Fiber Cable Telecommunication Technology 
93. 1.19~ 3.21 93. 1.28~ 3.18 

鈴鹿研修
8 

光ファイバケープル伝送技術 センタ

Data Communication Engineering 
93. 1.13~ 3. 6 93. 1.22~ 3. 3 

中央研修
10 

データ通信技術 センタ
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アジアにおける情報通信の現状 (2)

な問題となっている。日本企業が日本の研修機

関で長期にわたり教育しても，直ちに米国企業

にスカウトされるなどの実態があとをたたない。

日本企業の間でもこの種のスカウトがなされて

問題視されたこともあるが，現在では日本企業

どうしでは自粛する傾向にある。ジョブホッピ

ングは人材の登用とも関連しており，技術の現

地化と同様に現地の人材を優先する米国式の経

営方針を反映しているので，いちがいに否定は

できないところに課題がある。

最近では，人材の登用と日本式経営の利点を

強調することで新たな対応策を見いだそうとし

ている。具体的には，現地の労働者に一定の試

験制度を課して上位のポストを与えること，タ

イなど日本の年功序列と終身雇用を必ずしも否

定しない文化のもとでは，日本企業の利点とし

て強調することなどである。現地でのビジネス

には現地語ができる日本人で代替可能であると

の意見もあるが，現実には人的なつながりや大

学など外部機関との関係など現地労働者のもつ

強みは否定できない。

(2) 賃金体系

情報通信技術者の賃金レベルは国により異な

っており，タイなど国営企業ないし実質的に国

営である国では民間の半分程度というように極

めて低く抑えられている。民営化を済ませてい

るマレーシア，政府の実質的な管轄であるが民

営化しているインドネシアでは逆に民間なみあ

るいは民間の2倍程度をもらっている。タイの

場合には，前述のモンクット国王工科大学が伝

統的に人材を TOTに供給してきたが，最近で

は採用数ゼロとなっており，通信関係の人材は

民間の関連会社へと流れている。同大学が通信

関係だけではなく総合科学技術大学どして整備

されていることも理由と考えられるが，現実に

は民間との賃金格差が影響している。このよう

な環境にあるので， TOT職員はアルバイトな

どで生計をたてている状況にあり，社内研修な

ど自力で技術習得をする努力も見られるが，活

気のある職場にするには民営化などの根本的な

対策が必要であろう。

しかし，賃金だけでは問題解決にはならない

ことも認識しておく必要があり，ィンドネシア

やシンガポールなどでは，賃金レベルは高く人

気のある職業ではあるが，理工系の絶対数が不

足しているので，現場の技術を担う人材が極め

て少なく，職員4万人余りの P.T. テレコムで

技術者はわずか800名程度であると言われてい

る。また，一般に職業観に日本などとの差異が

あり，徒弟的に教えたり教える習慣がないこと

も問題の 1つであるとされている。

(3) 研修制度

ODAベースの研修には最終試験が課されて

いないことに象徴されるように，相手国から派

遣される研修要員の質や学習成果については日

本は直接チェックすることはできない。これは

サプライヤが行っているユーザ向けの研修とは

大きく異なっており，サプライヤの場合には機

器を運用してもらう責任があるので，最終試験

に近い制度をとっている。政府間ベースの研修

はどの階層からも平等に参加できるメリットは

あるが，現実には研修成果を早期に期待するこ

とはできないといえる。

ただし，長期的にみるとアジア NIESはすべ

て自前で要員養成ができる体制にあり，タイ，

マレーシア，シンガポールなど軌道にのってい

る国も少なくない。インドネシアについても

OPMC (Operation Plant Maintanance Cen-

ter)がバンドンに設立され， 5年間にわたり日

本からの専門家が派遣され，現在では全国12か
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所のメンテナンス・センターヘと拡大している。

(4) ソフトウェア

日本電気が交換局などの整備で協力を行って

いるタイでは，バンコク市内の 1つの交換局内

のセンターにタイ全土の交換局の状況を監視す

るシステムを構築し，人力の効率的利用と信頼

性の向上をはかっている。これにより各交換局

における障害データなどが通信回線によるセン

ターに集中され監視が行われている。また，新

設されている交換局にはディジタル交換機が配

置されるので，そのトラフィック状況な通話の

完了状況などはすべてログデータとしてコンビ

ュータに格納される (3日分くらいが磁気ディ

スク内にあり，これを磁気テープにセーブす

る）。ディジタル交換機の中心部分は CPとログ

をとる磁気ディスクであり，これにいくつかの

バックアップ装置が付加されている。装置は 2

重化されてはいるが，中心部分はソフトウェア

そのものである。

このようなことから，現在では情報通信の運

用ではコンピュータが占める比重が大きくなっ

てきており，クロスバー交換機時代のような機

械的な動きの理解や保全ではなく，デイジタル

装置の故障診断技術が果たす役割が大きくなっ

ている。ソフトウェア技術の教育そのものはメ

ニューとして提供することは可能であるが，交

換機ソフトウェアなど大規模でしかもライセン

スが絡んだ分野を教示することは問題が大きい。

現在では，料金計算や利用者サービスなどの出

力された情報の利用に重点が置かれているが，

本格的な技術移転では大規模ソフトウェアの移

転まで問題としなければならなくなるであろう。

この段階になるまでには時間がかかるが，国の

ソフトウェア教育など問題の広がりを考慮する

必要がある。

第 58巻第4・5号

(5) 保守技術

交換機などを保守する作業はディジタル化に

ともない急速に変貌しているが，アナログ系の

しかも旧式の交換機を運用している地域も少な

くない。この場合に， どのレベルまでを現地で

管理できるかがもう 1つの問題である。インド

ネシアの例では，サプライヤであるエリクソン

社の要員はほとんど壊れた機械の修理をする業

務を行っていると言われており，一般的にも現

地キャリアの保守要員が仕事を完結するまでの

時間が長い（すぐには電話は直らない）ことが

問題とされている。これには現地要員の訓練は

もちろんであるが，サービスする車の不足，交

通渋滞など電話そのものではない間題も関連し

ている。

4.3監督官庁の体制

アジアの国としての規模はインドネシアや中

国を除いては最高5000万人程度であり，大規模

な政府を必要としているわけではないが，情報

通信については急速に展開しているため分離さ

れずに観光や運輸とおなじ省庁により監督され

ているケースがある。今後，このような体制は

是正されていくと考えられるが，政策立案が璽

要な時期にあるため，このような面での援助も

璽要である。監督省庁のシステムが未整備なた

めに生じる問題としては以下のようなことがあ

げられる。

(1) 計画策定と監督

日本の場合でも歴史的に郵政省から電気通信

が企業として分離され郵便だけが郵政省の業務

として残る事情は NIES,アセアンなどにも共

通している。日本の郵政省に残されている電気

通信に関する監督業務は規模は小さいが各種の

認可業務などを政策として実行しており，
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アジアにおける情報通信の現状 (2)

図2• タイ国運輸通信省・郵電総局組織図

運輸通信大臣

副大臣 1 副大臣 1 副大臣
（陸運担当）（航空及び通信担当）（海運担当）

次官補
（官房担当）

ビ
官房事務部門

総財人計運委国監
務務事画輸員際査
課課課課通会課課

信業
経務
済課
課

次官補
（陸運担当）

'---------_, ----------
：陸運局！
,----------------------, 
；高速道路局！. ------. -----・--------, 
*: タイ国有鉄道 i
,----------------------, 
＊；バンコク・マス輪送公社 ； 

し—----------------------, 

＊！タイ急行輪送機構：
' -------... -------------, *: 輸送棘！
L_  --- ---- ------------』

NIES, アセアンについてもこのような機能を

維持する必要がある。しかし，現実には郵政省

に相当する監督官庁の権限が異常に縮小されて

しまうケースが多い。

タイの場合，情報通信を監督している省庁は

運輸電気通信省であり，文字どうり航空から通

信，郵便までを管轄しているが，実際には電波

管理局に相当する部署 (PTD)が管理してい

る。しかし，この官庁が集約するデータはもっ

ばら TOTだけのものであり，年報なども一方

のキャリアである CATからのものは含まれて

いない。その理由としては，単なるデータの記

載漏れといったものではなく，官庁の力菫不足

やTOTとCATとの経営上の反目や対立があ

1大臣秘書室 l

次官補 次官補
（航空・通信担当） （海運担当）

r----------・ 一―-------,
：航空
＇ 

局：
r ----・----・------------• 

：気象局：
r--・・-・・---・-・-----・-・・』

i郵電総局(PTD):, .. ---・. ----------------
＊：タイ電話公社(TOT),＇ 
,--・・--------・----------, 

げ巷湾 局！
L •• -----•---- ------ ___  , 

：海運促進委員会部：
し—---. --・. ・-・・.... -------

＊：タイ港湾公社：
し——··········· ー・.・・-・・・・ 

＊！タイ海上航行昧！. -------------------
＊：タイ通信公社(CAT):
,----------------------, 
＊：タイ空港公社：
, ・・----・--・・---・-.. ----, 
＊：タイ国際航空昧： ＊：政府事業体
,----------------------
＊；タイ航空無線会社 i
し-------------____ J 

ると言われている。PTDそのものは日本の郵政

省のような監督官庁の位置にあるが，行政面は

もちろん計画面でも事業体が主溝する状況にな

っている。シンガポールについても観光郵電省

（観光と運輸，郵便と適信）が監督省庁となっ

ているが，英文では通信の文字は含まれておら

ず，兼任が極めて当然のこととして認識されて

いる。一方，ィンドネシアでは公務員など公共

セクターは展用創出の手段として重要な役割を

果たしており，省庁の数は極めて多い。そのた

め，調整大臣という制度をもうけ，事実上の最

終決定はこの大臣により行われている。情報通

信についても電気通信政策局は国際的な調整が

主であり， 5か年計画のなかでの情報通信分野
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表9 アセアン ・NIESにおける電気通信行政の主管庁

行政機関としては，公衆電気通信事業を監督する運輸通憎省(MOTC:Ministry of Transporta-

夕 イ
tion and Communication), 電波管理・国際業務を所掌する郵電総局 (PTD: Post and Telegraph 

Department) , 放送を監督する総理府広報局 (PRD: Public Relation Department)がある。

TOT, CATの事業計画や放送局設置などの案件は閣議決定事項とされている。

内閣は大統領の補佐機関で国務大臣は大統領により任命される。 3名の調整大臣， 21名の各省大

臣8名の無任所国務大臣及び5名の副大臣より成る。電気通信は観光・郵電省 (PARPOSTEL : 

Ministry of Tourism, Posts & Telecommunications)とその下部組織である郵電総局(POSTEL:

Directorate General of Posts & Telecommunications)が主管している。観光・郵電大臣は郵電

インドネシア 総局長の補佐のもと，公衆通信及び無線通信の許認可をするほか，運営体との間で政府の政策・計

画立案に関して調整を行っている。電気通信事業は上記主管庁の直接的な監督を受けるほか，次の

ように他政府機関の監督も受けている。 PT.TELKOM, PT. INDOSAT等の国営企業体は予算の

承認・実行に関して大蔵省の監督を受ける。また，国家開発企画庁 (BAPENAS)は各五ヵ年計画

(REPELITA)の計画立案に関し調整監督するほか，外国からの借款を承認する。

エネルギー・電気通信・郵便省 (Ministryof Energy, Telecommunications and Posts)を監督

官庁とし，サービスの運営は，政府の一部局であるマレーシア電気通信総局{JTM:Jabatan Tele-

kom Malaysia)が，一元的に担当していたが， 1987年1月1日，政府の民営化対策の一環として，

マレーシア マレーシア電気通信会社 (STM: Syarikat Telekom Malaysia Barhad)が設立された。また，

JTMは，エネルギー・電気通信・郵便省内に，電話料金，端末認定，電波管理などの許認定を行う

ための規制機関となった。従って，現在の電気通信サービスは，次の構成で行われている。監督官

庁=METP,規制機関=JTM,電気通信運営体=STM

運輸通信省 (Departmentof Transportation and Communication : DOCT)の下に設立された国

家電気通信委員会 (NationalTelecommunications Commission: NTC)の監督の下で，民間企

フィリピン 業であるフィリピン長距離電話会社 (PhilippineLong Distance Telephone Corporation : 

PLDT), DOTCの内部部局である電気通信局(TelecommunicationsOffice : TELEOF), ならび

にその他58の中小規模の運営体がサービスを提供している。

行政機関として，電気通信全般を所掌する政府機関は逓信部であり，電気通信の技術開発・産業

育成については科学技術処，商工部等も関与するが，逓信部が主導的役割を果たすように規定して

いる。

韓 国
電気通信を規制し，争点を調整する必要が生じるので，政府は，電気通信調整委員会を設立した。

この委員会は，各キャリヤの事業分野を調整し，既存キャリヤと新規参入者との間の争点，新規参

入者間の争点を調整し，キャリヤーの不公正行為を規制し，特にドナミント・キャリヤーの不公正

行為は厳しく規制する。さらに，この委員会は，異なる網間の相互接続条件といった事項について

の論議を行う予定である。

行政監督する官庁は交通部 (MOC)であり，ここは運輸，郵便，電気通信を管轄する。電気通信

台 湾
の運用体は，まだ政府機関から分離されておらず，電信総局 (DGT)があたっている。電気通信事

業法の修正にともないDGTから運用部門が国営会社として分離され，DGTは規制機関としとどま

る。外国資本の参入はMOCで審査される。

中 国
行政監督は郵電部のより行われるほか，運用体も郵電部の下部組織である各地の郵電局があたる未

分離の状態にある。
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アジアにおける情報通信の現状 (2)

は調整大臣により作成が行われる。このような

官庁の機構そのものが問題であるとも言えるが，

インドネシアでは電波監視の機能だけが監督官

庁に残され，電気通信行政に相当する部分は調

整大臣とテレコムにより行われている。

現在，情報通信事業については公社組織から

急速に民営化の時期に入るケースが多く，政府

による行政面での管理・監督の体制をたてるこ

とが必要とされている。先進諸国ではもっぱら

規制緩和の方向に向かい，時間の経過とともに

垣根は無くなる傾向にあるが，途上国でこのよ

うな状況が早急に到来することが，果して望ま

しいことかどうかは判断する必要がある。フィ

リピンのケースを見るまでもなく，民営化・自

由化のネガティブな面としてクリームスキミン

グがあり，健全なインフラ整備にはある程度の

独占段階が必要と考えるのは自然であろう。ま

た，法体系が未整備でありそのものについての

専門家の層が極めて薄い途上国においては，キ

ャリア中心の政策決定がなされる可能性が常に

存在すると言える。この而では，日本の貢献が

必要とされるであろう。台湾がキャリアの民営

化にあたり NTTを参考にしていることは，台

湾におけるサプライヤがAT&Tであることを

考慮すると注目すべき動きであろう。

(2) 法体系

インドネシアやタイでは省庁の監督体制が不

明確であることをうけて，電気通信事業法や各

キャリアについての法律の体系が末整備である。

電気通信の時代から，現在ではコンピュータ通

信などを含む情報通信の時代に急速に展開して

いる環境のもとでは，あいまいな法体系では問

題が多く，民間への事業開放など官庁の個別的，

一時的な許可制度では洵外からの批判に耐える

ことはできないであろう。

法体系そのものの比較検討をすることは避け

るが，少なくとも日本で運用されている法体系

は最低限実現しておく必要があろう。具体的に

は，監督官庁のもとに電気通信事業一般を規制

する法律をつくり，それと独立する形でキャリ

ア，第2種通信業者などへの規制を法律として

作る方法であろう。韓国では監督行政にあたる

ものとして電気通信調整委員会が設置され，台

湾でも電信総局 (DGT)から運用部門を国営会

社として分離するにあたり DGTを規制機関と

している。台湾では外国資本の参入部門(VAN

など）については主管官庁である MOCが規制

を行う予定であるが，運用と規制の分離が進め

られている。マレーシアにおいても官庁は規制

機関として残されている。フィリピンの場合に

は形式としては同様なシステムをとっているが，

機能として十分に役割を果しているかどうかは

疑問である。

一般に規制する官庁は従来は内部に存在した

運用体を分離されると相対的に小さくなるため

存在が無視されてしまうケースが生じる。しか

し，先進国からの資本参加や技術援助には，必

ず対応する部署（カンウターパート）が必要で

あるので，整備の方向としては規制機関の権限

を維持すること，キャリア（特に大手）への規

制を法律として規定しておくことは重要である。

(3) 放送とマルチメディア

情報通信の分野では衛星は国際通信と国内回

線の補完的機能として認識されているが，イン

ドネシアなどでは放送を担う重要な手段である。

日本からもインドネシアの放送関係への技術援

助にはかなりのウエイトがおかれ，現在でも

NHKから放送局に人材派遣が行われている。

一般に，アセアン諸国では放送するソフトが問

題であり，番組作成の体制に問題があるとされ
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ているが，民問への放送の開放にともない改善

がすすんでいる。

NIES, アセアンの情報通信においては衛星

による通信や放送のサービス提供やその中での

インドネシアの役割を考慮しておく必要がある。

パラパ衛星はいまやアジアの衛星として運用が

なされ，ィンドネシア国内の受信 (5万のパラ

ボラがあり，地域によっては自治体による

CATV設備と結合されている）だけではなく，

利用は拡大している。

VSATによる通信がインドネシアとタイで

商用サービスに組みこまれており，将来的にも

このサービスの一部は残るであろう。更に，中

国はチベットヘの長距離通話網を VSATを利

用して構築する計画であり，地理的に不利な条

件にある地域へのネットワーク形成に不可欠な

ものになるであろう。放送分野では香港のスタ

ー•TV のサービス提供が中心であり，現在のと

ころ各国のソフトが多量に提供される状況では

ない。しかし，今後，コンピュータなどでのマ

ルチメディア利用が進んでくると，放送とデー

夕伝送が統合化される時代がくることが予想さ

第 58 巻第 4• 5号

れ，通信衛星の活用に違った面が生じる可能性

がある。インドネシアは，いわば国の威信で衛

星運用を持続しているが，今後，国内における

無線規制などのような衛星軌道の調整が大きな

問題となるであろう。
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